
令和２年度当初予算案

計 上 の 主 な も の

青 森 県

令
和
二
年
度
当
初
予
算
案

計

上

の

主

な

も

の

青

森

県



総 務 部 人事評価システム

構築事業費（新規）

60,000 人事評価事務の効率化や人材育成への更なる

有効活用を図るため、評価の実施や履歴管理な

ど一連の事務を一元化して行う人事評価システ

ムを構築するのに要する経費

県庁舎及び合同庁

舎整備事業費

162,480 県庁舎の老朽化した設備の更新等を行うとと

もに、合同庁舎にエレベーターや多目的トイレ

等を整備するのに要する経費

八戸合同庁舎建替

基本計画策定事業

費 （新規）

20,000 耐震強度が不足しているとともに老朽化が進

行している八戸合同庁舎の建替えに係る基本計

画の策定等に要する経費

県庁版ＢＰＲ推進

事業費 （新規）

9,275 限られた行財政資源により、行政サービスの

維持・向上を効率的・効果的に図るため、ＲＰＡ

やＡＩ等のＩＣＴを活用した業務プロセス改革

を行うのに要する経費

私立学校助成費 4,257,258

⑴ 私立学校経

常費補助

3,256,856 補助金交付先 学校法人等

補助単価（園児・生徒一人当たり）

中学校 333,694円

高等学校 341,621円

幼稚園

学校法人 190,212円

学校法人以外 72,157円

専修学校及び各種学校

学校法人 29,365円

学校法人以外 13,280円

⑵ 幼稚園教諭

人材確保支援

事業費補助

4,401 私立幼稚園が教諭の確保に向けて処遇改善を

行うのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

４、県１
４）

計 上 の 主 な も の

（単位：千円）
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⑶ 私立学校教

職員退職金財

団経営基盤強

化事業費補助

42,500 私立学校教職員退職金財団の経営基盤強化の

取組みとして、財団が加入学校法人の負担金軽

減や財務基盤の強化等を実施するのに要する経

費に対する補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額

⑷ 私立幼稚園

等特別支援教

育費補助

79,968 心身障害児教育を行う幼稚園等の運営費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２又は県

10
10）

補 助 単 価 園児一人当たり784,000円

（ただし、対象者が一人

の幼稚園は392,000円）

⑸ 特色教育支

援経費補助

140,336 教育相談体制の整備、預かり保育事業等、私

立学校における特色ある教育の推進に要する経

費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

⑹ 私立学校外

国語指導助手

招致事業費補

助

11,998 私立学校における外国語教育の充実と地域の

国際交流の取組みを推進するため、学校法人が

外国語指導助手を招致するのに要する経費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２、２

３

⑺ 児童生徒等

安全確保事業

費補助（新規）

4,000 私立学校における児童生徒等のための安全確

保の推進に要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

４、県１
４）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑻ 私立学校耐

震化促進事業

費補助

96,909 私立学校の耐震化を促進するため、学校法人

が耐震改修等を実施するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
６（ほかに国１

３又は１
２）

⑼ 認定こども

園耐震化促進

事業費補助

275,000 学校法人が運営する認定こども園の耐震改築

等を実施するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

２）

⑽ 認定こども

園整備費補助

320,422 幼保連携型認定こども園の幼稚園又は保育所

型認定こども園の幼稚園機能部分等の整備に要

する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）

⑾ 認定こども

園防犯対策整

備費補助

6,700 幼稚園型認定こども園における防犯対策の強

化を図るための防犯カメラやブロック塀等の設

置に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）

⑿ 認定こども

園等園務改善

ＩＣＴ化促進

事業費補助

4,291 幼稚園型認定こども園等における業務の効率

化を図るための園務改善システム等の導入に要

する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 ３
４（国３

４）

⒀ その他 13,877 私立学校振興活動費補助 1,100

幼児教育緊急環境整備費補助 11,977

私立幼稚園等研修事業費補助 800

私立高等学校等就

学支援関連事業費

2,855,269

⑴ 私立高等学

校等就学支援

金交付金

2,468,780 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校

等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経

費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収590万円未満程度の世帯
33,000円

（通信制
24,750円）

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑵ 私立高等学

校等就学支援

費補助

154,038 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学

校等就学支援金交付金の差額部分のうち、一定

額を軽減するとともに、低所得世帯の入学金を

軽減するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人等

補助対象及び補助単価

授業料分

補 助 対 象 補助単価（月額）

年収590万～710万円未満程度の世帯 9,900円

家計急変世帯 9,900～35,600円

入学金分（新規）

補 助 対 象 補助単価（年額）

年収270万円未満程度の世帯 50,000円

⑶ 私立高等学

校等学び直し

への支援金交

付金

2,614 中途退学した生徒が私立高校等で学び直す場

合に、就学支援金の支給期間経過後も授業料を

軽減するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収590万円未満程度の世帯
33,000円

（通信制
24,750円）

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

⑷ 私立高等学

校専攻科就学

支援金交付金

（新規）

14,525 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校

専攻科の生徒に係る授業料を軽減するのに要す

る経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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交 付 率 定額（国１
２、県１

２）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収270万円未満程度の世帯 35,600円

年収270万～380万円未満程度の世帯 17,800円

⑸ 奨学のため

の給付金事業

費

211,939 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、私立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収270万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

52,600円（通信制52,600円、

専攻科38,100円）

第１子の高校生等がいる世帯

103,500円（通信制38,100円、

専攻科38,100円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

138,000円（通信制38,100円、

専攻科38,100円）

⑹ 私立学校被

災幼児生徒授

業料等減免補

助

3,373 震災に起因する事情により、納付が困難となっ

た幼児・生徒の授業料等を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国10
10）

私立中学校経済的

支援実証事業費補

助

13,250 家庭の教育費負担の軽減と効果的な経済的支

援に関する検討を行うため、私立中学校の生徒

に係る授業料を軽減するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国10
10）

補助対象及び補助単価

補 助 対 象 補助単価（年額）

年収270万円未満程度の世帯 150,000円

年収270万～400万円未満程度の世帯 100,000円

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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私立専修学校授業

料等減免事業費補

助 （新規）

282,203 家庭の教育費負担を軽減するため、私立専修

学校の学生に係る授業料及び入学金を軽減する

のに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人等

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

補助対象及び補助単価

補 助 対 象
補助単価（年額）

授業料 入学金

年収270万円未満程度の世
帯 590,000円 160,000円

年収270万～300万円未満程
度の世帯 393,400円 106,700円

年収300万～380万円未満程
度の世帯 196,700円 53,400円

「オールあおもり」

進学相談・魅力発

信事業費 （新規）

6,463 高校卒業生の県内定着を促進するため、県内

大学等の各種情報や学生生活の魅力等を発信す

るとともに、進学相談フェアの開催等を行うの

に要する経費

私立高校生震災復

興・創生社会貢献

活動費補助

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,800 東日本大震災の被災地の復興を推進するとと

もに、私立高校生の社会貢献活動に関する意識

の涵養等を図るため、私立高校生が復興に関す

る活動に取り組むのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額

あおもりふるさと

寄附金拡充事業費

2,778 ふるさと納税制度を積極的に活用し、歳入確

保と本県のＰＲ強化を図るため、本県への寄附

者に対し、県産品を贈呈するのに要する経費

市町村業務改革促

進事業費

4,810 市町村において人口減少に対応した持続可能

な行政サービスの提供を図るため、市町村を対

象とした業務改革研修会の開催やＩＣＴを活用

した業務改革のモデル的な実施に要する経費

水道広域化推進プ

ラン策定事業費

（新規）

42,756 市町村における水道事業の広域化を推進し、

持続可能な水道事業の実現を支援するため、水

道広域化推進プランの策定に向けて必要となる

広域化シミュレーション等の実施に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部 東京2020大会開催

効果獲得推進事業

費

24,764 東京オリンピック・パラリンピック開催効果

の獲得を図るため、東北各県等との連携による

イベントへ参画するとともに、ウェブサイトを

活用したＰＲ活動等を行うのに要する経費

東京2020大会聖火

リレー運営支援事

業費 （新規）

380,654 本県で実施されるオリンピック聖火リレー及

びパラリンピック聖火フェスティバルの準備・

運営に要する経費

◦オリンピック聖火リレー

実施時期 令和２年６月11日～12日

◦パラリンピック聖火フェスティバル

実施時期 令和２年８月16日～17日

多様なアプローチ

で攻める若者の県

内定着・還流事業

費 （新規）

18,260 若者の県内定着・還流を促進するため、高校

生・保護者等を対象に、本県の暮らしやすさな

どをＰＲするとともに、大学生等を対象とした

交流会やセミナー等を実施するのに要する経費

県民みんなが考え

る「いいよね青森」

推進事業費

（新規）

32,430 本県に対する県民の自信と誇りを醸成し、若

者の県内定着・還流を促進するため、若者と保

護者世代をターゲットに、ワークショップや

フォーラム、マスメディアを活用した情報発信

等を実施するのに要する経費

持続可能な青森県

をめざすＳＤＧｓ

推進事業費

1,980 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する県

民の理解促進を図るため、セミナーや若者向け

のワークショップを開催するとともに、ＳＤＧｓ

官民連携プラットフォームに参画するのに要す

る経費

国内航空ネットワー

ク戦略的拡充事業

費

22,189 国内航空路線の維持・充実を図るため、既存

路線の知名度向上や冬季・乗継利用促進のため

のＰＲなど、県内空港の利用促進を行うのに要

する経費

国内航空ネットワー

ク特別対策事業費

（新規）

12,006 令和２年３月29日に就航する青森・神戸線の

認知度向上を図るための各種メディアを活用し

たプロモーション活動及び県内空港の更なる利

用促進に向けた航空会社との連携による情報発

信に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域公共交通ネッ

トワーク構築推進

事業費 （新規）

17,816 持続可能な交通ネットワークの構築を図るた

め、広域バス路線の再編案を作成するとともに、

県民の地域公共交通の利用促進に向けたモビリ

ティ・マネジメントや市町村における地域内交

通ネットワークの維持・構築に向けた人材育成

を行うのに要する経費

地域間幹線バス系

統確保維持費補助

197,583 地域住民の日常生活に欠くことのできないバ

ス路線の運行維持に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、岩手県北自

動車㈱、十和田観光電鉄

㈱、下北交通㈱、ジェイ

アールバス東北㈱

補 助 率 １
２（ほかに国１

２）

生活交通バス車両

緊急整備事業費補

助

（電源三法交付金

活用事業）

24,767 路線バスのバリアフリー化及び運行効率化等

を進めるための低床車両購入費に係る減価償却

費及び金融費用に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、岩手県北自

動車㈱、ジェイアールバ

ス東北㈱

補 助 率 定額、１
２（ほかに国１

２）

青い森鉄道沿線連

携推進事業費

7,523 青い森鉄道線の利用促進を図るため、利便性

向上に向けた沿線関係者との意見交換、新たな

ターゲットを対象としたキャンペーンや全線開

業10周年記念イベント等を実施するのに要する

経費

青い森鉄道外国人

観光客利用促進事

業費

1,170 青い森鉄道線における台湾人観光客の利用促

進を図るため、鉄道を通じた台湾との相互交流

等を行うのに要する経費

鉄道施設事業費

（鉄道施設事業特

別会計）

5,323,024

一般会計

から特別

会計への

繰出金

289,323

青い森鉄道線の整備、保守管理に要する経費

◦鉄道施設管理費 4,789,883

◦公債費 533,141

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青い森鉄道線青森

駅設備整備費

（鉄道施設事業特

別会計）

119,675

一般会計

から特別

会計への

繰出金

29,063

青森市の青森駅周辺整備推進事業に伴い、青

い森鉄道線青森駅における利便性の向上を図る

ため、バリアフリー設備等を整備するのに要す

る経費

青い森鉄道線浅虫

温泉駅設備整備費

（新規）

（鉄道施設事業特

別会計）

30,470

一般会計

から特別

会計への

繰出金

15,235

青い森鉄道線浅虫温泉駅における老朽化への

対応と利便性向上を図るため、バリアフリー設

備の整備に向けた基本調査を実施するのに要す

る経費

移住促進総合事業

費

35,559 本県への移住を促進するため、首都圏等の人

材が移住・定住に至るまでの段階に応じた施策

を官民連携により総合的に展開するのに要する

経費

◦「あおもりで暮らそう」推進プロジェクト

事業費（新規） 31,195

事業内容 多様な媒体を活用した本県

での暮らしの魅力発信、市

町村等との合同移住フェア

の開催や首都圏等での交流

会、テーマ別・地域別移住

セミナーの実施等による移

住希望者への情報発信、民

間団体と連携した移住希望

者へのサポート、圏域単位

での受入態勢整備の支援等

◦首都圏窓口機能強化事業費 4,364

事業内容 青森暮らしサポートセン

ターへの相談員の配置

関係人口受入促進

事業費 （新規）

9,629 地域課題の解決に自身の活躍の場として関わ

る外部人材を継続的に呼び込むため、受入体制

充実に向けた中間支援団体の育成、首都圏にお

ける外部人材の募集及び受入支援等を行うのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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次世代の人づくり

プラットフォーム

機能強化事業費

（新規）

2,818 本県経済や地域づくり等を牽引していく人材

の掘り起こしと育成及びネットワーク化を図る

ため、民間主導による人材育成の取組みを実施

するとともに、地域や分野を超えた人材同士の

研修会や交流会を開催するのに要する経費

地域を創る次世代

トップリーダー育

成事業費

6,059 本県経済や地域づくり等を牽引していくトッ

プリーダーを育成するため、県内経営者等を対

象に、戦略的な経営を学ぶ塾を開催し、全国の

経営者等との交流によるネットワークの拡大を

図るのに要する経費

「奥入瀬サミット」

女性人財ネット

ワーク拡大事業費

（新規）

4,681 女性リーダーの育成及びネットワークの拡大

を図るため、「奥入瀬サミット」及び弘前大学

ＣＯＩ等と連携したセミナーの開催を支援する

のに要する経費

グローバル人財活

躍・定着促進事業

費

3,198 グローバル社会に対応できる人材を養成する

ための三沢市と連携したセミナー及び高校生・

大学生の県内定着に向けたセミナーの開催に要

する経費

「未来の地域」共

創支援事業費

5,723 人口減少下における持続可能な地域の創出を

図るため、多様な主体の地域課題解決能力の向

上に向けた研究会、大学生を活用した地域づく

り活動の支援及び県・市町村職員の政策形成能

力の向上を図る研修を実施するのに要する経費

元気な地域づくり

支援事業費補助

（新規）

300,000 地域の資源及び特性を活かした地域づくり等

を推進するため、市町村が自発的・主体的に実

施する事業及び市町村の総合戦略に基づく事業

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率

通 常 事 業 ２
３、１

２、１
３（財政力

により区分）

総合戦略推進事業 ２
３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 限 度 額

通 常 事 業 5,000

総合戦略推進事業

１ 年 目 10,000

２ ～ ３ 年 目 10,000（複数の市町

村で実施するもの）

5,000（上記以外）

青森県立三沢航空

科学館リニューア

ル事業費

（電源三法交付金

活用事業）

544,487 開館から16年を経過した青森県立三沢航空科

学館のリニューアルに要する経費

◦リニューアル施工費 540,000

◦青森県立三沢航空科学館魅力向上調査検討

事業費 4,487

「青森県型地域共

生社会」地域機能

強化推進事業費

（新規）

26,519 地域で安心して老後を迎えることができる「青

森県型地域共生社会」の実現に向けた体制構築

のため、地域の担い手による見守り、買物、配

食等の生活サービス供給に係るモデル実証を行

い、先行取組地域の知見等を他市町村へ波及さ

せるとともに、行政と住民の協働を円滑化する

ための中間支援団体の掘り起こし及びネットワー

ク構築を行うのに要する経費

明日のあおもりを

支えるＩＣＴ利活

用推進事業費

5,073 ＩＣＴの活用促進により県民生活の利便性向

上を図るため、ＩＣＴフェアを実施するととも

に、障害者や高齢者に対しＩＣＴ利活用を支援

するための人材を育成するのに要する経費

あおもり官民デー

タ活用推進事業費

2,925 官民データの活用促進により県民生活の利便

性向上を図るため、市町村、民間企業等を対象

とした研修会を開催するとともに、地域の課題

解決にデータを活用できる人材を育成するのに

要する経費

国勢調査費（新規） 624,955 統計法に基づき、人口や世帯等の実態を把握

し、各種行政施策の基礎資料としての活用を図

る国勢調査の実施に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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統計調査体制強化

促進事業費

1,830 統計調査員の安定的な確保を図るため、大学

生等をターゲットとした情報発信を行うととも

に、市町村職員向けの研修会等を開催するのに

要する経費

企画政策部

県土整備部

青森空港アクセス

最適化事業費

（新規）

7,329 青森空港のアクセスに係る利便性の向上を図

るため、バス会社が試験的に実施する弘前方面

連絡バスの増便運行を周知するとともに、駐車

場及びバス利用者に関する実態調査を行うのに

要する経費

企画政策部

観光国際戦

略局

教育委員会

「北海道・北東北

の縄文遺跡群」世

界文化遺産登録推

進関連経費

178,430

⑴ 「北海道・

北東北の縄文

遺跡群」世界

遺産登録プロ

ジェクト事業

費 （新規）

119,780 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東

北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向け、イコ

モスによる現地調査等の審査への円滑な対応を

図るとともに、多様な媒体・機会を活用したＰ

Ｒによる気運醸成・認知度向上、国内外への学

術的価値の浸透、世界遺産登録を見据えた受入

態勢の更なる充実を図るのに要する経費

◦ＪＯＭＯＮ世界遺産登録実現プロジェクト

事業費 48,517

◦「ＧＯ ＦＯＲ 2021」ＪＯＭＯＮ世界遺

産登録推進事業費 71,263

⑵ ＪＯＭＯＮ

世界遺産登録

ムーブメント

観光消費拡大

事業費

13,399 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東

北の縄文遺跡群」の世界遺産登録を見据えた観

光客の受入体制の充実・強化を図るため、県内

の遺跡を巡るツアーを造成するとともに、海外

でプロモーション等を実施するのに要する経費

⑶ 高校生縄文

案内人養成事

業費

2,944 縄文遺跡群で活動する団体や地域住民による

地域活性化及び文化財の保存・活用に携わる人

材の育成を図るため、高校生によるガイド等の

体験活動を通じ、文化財の新たな活用方法を検

討するとともに、検討結果等を発表するフォー

ラムを開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 魅力発見！

さんまる縄文

体験事業費

4,645 （再掲）

⑸ 「選ばれる

三内丸山遺跡」

魅力発信推進

事業費（新規）

17,072 （再掲）

⑹ 三内丸山遺

跡受入環境整

備事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

20,590 （再掲）

企画政策部

健康福祉部

県土整備部

教育委員会

第80回国民スポー

ツ大会・第25回全

国障害者スポーツ

大会対策費

369,777

⑴ 国民スポー

ツ大会開催準

備事業費

64,984 第80回国民スポーツ大会の本県開催に向け、

委員会の運営、大会の広報、開催申請書の提出、

輸送・交通の調査等を行うとともに、会場地市

町村が行う競技施設の仮設等対応に要する経費

に対して支援するのに要する経費

◦第80回国民スポーツ大会県準備委員会負担

金 55,017

◦第80回国民スポーツ大会市町村競技施設仮

設等対応費補助（新規） 5,657

補助金交付先 むつ市、西目屋村

補 助 率 10
10

◦県推進事業費 4,310

⑵ セーリング

競技会場整備

費 （新規）

14,550 セーリング競技会場となる港湾施設（大平マ

リーナ）の整備に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 競技力強化

事業費

276,403 国民スポーツ大会の本県開催に向けた総合的･

戦略的な選手強化を行うのに要する経費

◦競技力向上対策本部運営費 8,781

事業内容 各種競技力向上対策の企画･

立案

◦競技力向上事業費補助 107,851

補助金交付先 （公財）県スポーツ協会

補 助 率 定額

補助対象事業 各種競技団体が行う選

手強化合宿等の実施

◦競技力向上対策特別事業費 134,948

事業内容 ジュニア選手の発掘・育成、

強化拠点校等の活動支援、

ふるさと選手活動支援、女

性アスリートの競技継続支

援、指導者の育成及び公認

資格の取得支援、トップレ

ベルコーチの招聘、競技団

体間の情報共有の強化、

医・科学スタッフによるサ

ポートの強化、特殊競技用

具整備、選手・指導者の雇

用環境充実支援

◦スポーツ科学チームサポート事業費 24,823

事業内容 スポーツ科学専門員による

科学的分析に基づくトレー

ニングのサポート等

⑷ 全国障害者

スポーツ大会

開催準備事業

費

13,840 第25回全国障害者スポーツ大会の本県開催に

向けた準備を円滑に進めるとともに、県内未実

施競技等をはじめとした選手の育成を図るた

め、準備委員会の開催、情報支援ボランティア

の育成及び競技教室等を実施するのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―14―



環境生活部 消費者行政対策費 112,618 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活

センターの運営、機能強化及び市町村の消費生

活相談窓口の充実等に要する経費

◦消費生活センター費 70,720

◦消費者行政推進事業費 18,261

◦消費者行政強化事業費補助 23,637

補助金交付先 市町村

補 助 率

推進事業 10
10（国10

10）

強化事業 １
２（国１

２）

多重債務者対策費 71,382 多重債務問題に係る相談体制の強化とセーフ

ティネット貸付の充実・強化を図るため、青森

県多重債務者対策協議会等を開催するとともに、

消費者信用生活協同組合が行う県内の多重債務

者に対する貸付事業を県全域で円滑に実施する

ために市町村が行う預託を支援するのに要する

経費

◦多重債務者対策事業費 182

◦多重債務者対策資金貸付金 71,200

預託実施期間 平成24年度～令和３年

度

預 託 金 額 市町村が前年度の貸付

実績に応じて消費者信

用生活協同組合から要

請された額の１
２に相当

する額

高齢者の交通安全

と身体機能認識促

進事業費（新規）

3,543 高齢者の身体機能低下による交通事故リスク

に関する理解促進を図るため、調剤薬局及び高

齢者サロンを活用した啓発活動を行うのに要す

る経費

プロボノ人財発掘

事業費 （新規）

3,924 プロボノ活動（業務で得た知識等を活かした

社会貢献活動）の推進を図るため、人材発掘や

理解促進に向けたセミナー等を開催するととも

に、地域貢献活動を試行的に実施するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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犯罪被害者等支援

推進事業費

1,347 犯罪被害者等を地域で支え、県民が安心して

暮らすことができる社会を推進するため、犯罪

被害者等支援に関する推進計画を策定するとと

もに、総合的な支援のための体制整備に向けた

研修会を開催するのに要する経費

拉致問題啓発舞台

劇開催事業費

（新規）

984 北朝鮮による日本人拉致問題についての関心

と認識を深めるため、国及び青森市との共催に

よる啓発舞台劇を実施するのに要する経費

高校生ファッショ

ンチャレンジ事業

費

12,551 本県の人材育成、産業振興及び地域活性化を

図るため、第20回全国高等学校ファッションデ

ザイン選手権大会（ファッション甲子園）の開

催を支援するのに要する経費

あおもり文化エク

スプレス事業費

（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

8,989 地域の文化芸術の継承と地域活力の創出を図

るため、地域の文化芸術資源を活用した文化体

験プログラムの作成及び国内外への情報発信を

行うのに要する経費

あおもり文化みら

いびと育成事業費

（新規）

5,736 文化芸術を通じて子どもたちの地域に対する

誇りと愛着を育むため、社会教育・学校教育に

おいて活用可能な縄文文化をテーマとした文化

芸術体験・学習プログラムを作成するのに要す

る経費

命を大切にする心

を育む事業費

6,582

⑴ 命を大切に

する心を育む

県民運動推進

会議・フォー

ラム開催事業

費

2,352 次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他

人への思いやりを持ち、たくましく生きていけ

るよう、県民一体となり、命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及びフォー

ラムの開催等に要する経費

⑵ 命を大切に

する心を育む

絆プロジェク

ト事業費

4,230 命を大切にする心を育む県民運動の推進・定

着を図るため、子どもたちと地域との交流体験

活動や「笑顔の未来へメッセージ作品」の公募･

掲示等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子ども・若者を地

域で支える体制強

化事業費

4,314 ニート、ひきこもり、不登校など、様々な課

題を複合的に抱える子ども・若者を地域で支え

る体制を強化するため、地域の関係機関、団体

等が参画する地域ネットワーク会議や県民向け

フォーラムの開催等を行うのに要する経費

女性の活躍推進加

速化事業費

4,523 中小企業等における女性活躍推進の取組みを

加速化させるため、モデル企業における実践的

な取組みを県内企業に波及させるとともに、男

性の家事参画の促進に向けた意識啓発及び結婚

への意識醸成のための講座を開催するのに要す

る経費

地球温暖化対策関

連経費

18,996 青森県地球温暖化対策推進計画に掲げる低炭

素社会づくりに向けた重点プロジェクトの推進

に要する経費

⑴ 温室効果ガ

ス排出量調査

費

2,277 青森県地球温暖化対策推進計画の進行管理の

ための温室効果ガス排出量調査に要する経費

⑵ 中小事業者

省エネ・エネ

マネCO2CO2

（コツコツ）

削減事業費

7,961 中小事業者の省エネ対策を促進するため、本

県の地域性に適合した簡単で使いやすい省エネ

の継続的改善手法を構築するとともに、省エネ

情報説明会の開催及び省エネ診断等を支援する

専門家派遣を行うのに要する経費

⑶ Ｃ Ｏ Ｏ Ｌ

ＣＨＯＩＣＥ

あ お も り ス

テップアップ

事業費

（新規）

8,758 二酸化炭素排出量の削減に向けた県民の実践

行動促進のため、地域イベントやＳＮＳ等での

ＰＲを行うとともに、地元プロスポーツチーム

等と連携した公共交通機関の利用を呼びかける

イベントの開催及びＰＲソングや動画による住

まいのエコ活キャンペーン等を行うのに要する

経費

あおもり環境人財

育成促進事業費

3,857 県民の環境意識を高め、地域で多様な主体が

協働して環境教育を推進する仕組みを構築する

ため、大学等との連携による体験型環境教育モ

デルの構築及び地域における環境活動ネットワー

クの形成に向けた交流会の開催等を実施するの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県循環型社会

形成推進事業費

5,421 廃棄物の排出削減、リサイクルの推進等によ

る循環型社会を実現するため、令和２年度まで

を計画期間とする青森県循環型社会形成推進計

画の進行管理及び令和３年度を始期とする新た

な計画の策定に要する経費

ごみゼロあおもり･

３Ｒ推進事業費

8,471 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を

図るための県民運動を推進するとともに、一人

一日当たりのごみ排出量980グラムの達成に向

け、市町村と連携したキャンペーンの展開、小

学生を対象とした家庭での３Ｒチャレンジ、多

量排出事業者の訪問指導・勉強会、市町村と民

間事業者による３Ｒ推進のネットワークづくり

等を行うのに要する経費

◦ごみゼロあおもり普及啓発事業費 1,135

◦「ごみ減量チャレンジ980」３Ｒ推進事業

費 7,336

プラスチックごみ

対策強化事業費

（新規）

11,589 プラスチックごみの発生抑制、海洋ごみの回

収促進及び資源循環体制の強化を図るため、小

売店と連携したマイバッグ・マイボトル持参運

動の展開、民間団体等との連携による海ごみゼ

ロキャンペーンの展開、資源循環ビジネスモデ

ル創出に向けた研修会等を実施するのに要する

経費

◦海洋プラスチックごみ対策活動支援事業費

補助 319

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 11,270

ＰＣＢ期限内処分

加速化事業費

13,527 ＰＣＢ廃棄物の期限内における適正な処分を

促進するため、ＰＣＢ使用安定器に係る立入検

査等を実施するとともに、ＰＣＢ使用安定器の

判別作業等の研修会や処分時の運搬費用の軽減

に向けたマッチング相談会の開催等を行うのに

要する経費

高濃度ＰＣＢ廃棄

物等適正処理指導

強化事業費（新規）

7,789 ＰＣＢ廃棄物の適正な処分を促進するため、

不適正保管に対する指導及び周辺環境への影響

把握等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―18―



使用済自動車適正

処理推進事業費

（新規）

55,701 不適正に保管されている使用済自動車等の処

分促進と発生防止を図るための現状調査及び巡

回監視活動の強化等に要する経費

県外産業廃棄物等

適正処理推進事業

費

8,003 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

等に関する条例に基づき、県外から搬入される

産業廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の

保全を図るため、搬入事前協議、監視・指導等

を実施するのに要する経費

◦県外産業廃棄物等事前協議事業費 1,598

◦悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

4,903

◦排出事業者適正処理指導事業費 1,502

県境不法投棄対策

事業費

227,946 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における

産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策、汚染

地下水の浄化等に要する経費

◦環境再生対策事業費 1,403

◦汚染拡散防止対策事業費 196,294

◦環境モニタリング調査費 30,249

県境不法投棄現場

周辺対策事業費

366

債務負担

行為設定

額

3,000,000

⑴ 県境不法投

棄現場跡地再

生事業費

366 環境再生計画に基づき、現場跡地に植林した

苗木の管理・育成を行うのに要する経費

⑵ 風評被害対

策給付金

（債務負担行

為）

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県境不法投棄事案に係る特定支障除去等事業

の実施に伴う風評により経済的損失を受けた場

合に、県が当該被害の範囲内で損失を補てんす

るための給付金

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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浄化槽整備費補助 34,037 市町村が行う浄化槽設置整備事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
６

補 助 限 度 額 市町村の補助基準額の１
６

又は国庫補助基準額の１
６

相当の定額のいずれか低

い額

小川原湖水質改善

緊急対策事業費

4,333 小川原湖の水環境の改善と流域住民の水質保

全に向けた意識醸成を図るため、姉沼及び内沼

の水質等を調査し、水質改善対策を検討すると

ともに、流域市町村等と連携して住民参加のク

リーン作戦等を実施するのに要する経費

世界自然遺産白神

山地関連事業費

55,774 世界自然遺産白神山地の価値と保全の必要性

を周知するとともに、豊富な資源を活かした誘

客促進や生業づくりを推進するのに要する経費

⑴ 世界自然遺

産白神山地の

価値と魅力を

伝えるプロジェ

クト事業費

（新規）

20,386 世界自然遺産白神山地に対する県民の愛着と

誇りの更なる醸成を図るとともに、国内外から

の誘客促進を図るため、白神山地の魅力を写真

やバーチャル映像等で伝える展示会、体験プロ

グラムの利用促進キャンペーン、白神文化を伝

える短編アニメーションの制作等を行うのに要

する経費

⑵ 白神山地ビ

ジターセンター

コンテンツ強

化事業費

（新規）

35,388 白神山地ビジターセンターの情報発信機能の

強化を図るため、大型映像装置や道路・散策道

案内板等の多言語化を図るとともに、展示物の

リニューアル等を行うのに要する経費

自然公園の保護と

利活用推進事業費

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

7,677 自然公園の保護と適正な利活用を推進するた

め、自然公園の利用に当たっての規制やルール･

マナーを伝えるサイトの構築、ルールブックの

作成、自然観察ガイドや自然公園指導員向けの

研修会の開催等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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野生鳥獣管理対策

強化推進事業費

18,986 人と野生動物が共生できる環境づくりに向け

て、ニホンジカ、イノシシ及びツキノワグマの

管理体制の強化を図るため、関係機関との連携

強化、指定管理鳥獣の捕獲、生息数調査の実施、

捕獲技術の確立、狩猟者の技術向上等を行うの

に要する経費

環境生活部

農林水産部

県土整備部

海岸漂着物等地域

対策推進事業費

134,412 地域の美しく豊かな海と海岸の価値を一層高

めるため、海岸漂着物等の発生抑制に係る普及

啓発や県管理海岸における海岸漂着物等の回収･

処理等を行うとともに、市町村が実施する取組

みを支援するのに要する経費

◦海岸漂着物等地域対策推進事業費 8,428

◦海岸漂着物等地域対策推進事業費補助

114,846

補助金交付先 市町村

補 助 率

県 管 理 海 岸 10
10

市町村管理海岸 ７
10又は８

10（木造船の

処理の場合8.5
10 又は

９
10）

※漁業者等が行うボランティアにより

回収された海底・漂流ごみの処理を

行う場合は10
10

◦漁港海岸漂着物等地域対策推進事業費

3,665

◦港湾海岸漂着物等地域対策推進事業費

7,473

環境生活部

警 察 本 部

教育委員会

青少年の安全・安

心なネット利用環

境づくり推進事業

費

4,560 青少年のインターネット利用におけるモラル

やリテラシーの向上を図るため、インターネッ

トを介したいじめや犯罪被害の危険性等を啓発

するキャンペーン、学校や家庭で活用する指導

啓発用リーフレットの作成、規範意識醸成に向

けたフォーラムの開催等を行うのに要する経費

総 務 部

健康福祉部

社会保障関係費 84,413,453 介護保険関連経費 21,920,291

後期高齢者医療関連経費 18,079,762

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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国民健康保険関連経費 13,471,688

児童手当等負担金 2,402,913

教育・保育給付費負担金（再掲） 12,075,374

子育て支援施設等利用給付費負担金（再掲）

264,609

地域子ども・子育て支援事業費補助（再掲）

1,342,074

障害者自立支援給付費関連経費 9,989,922

県立病院負担金（社会保障関係費分）（再掲）

3,040,018

私立専修学校授業料等減免事業費補助（新規）

（再掲） 282,203

県立保健大学就学支援事業費（新規）（再掲）

25,484

その他社会保障関係費（地域医療介護総合確保

基金関連経費を除く） 1,519,115

健康福祉部 保健・医療・福祉

包括ケアシステム

関連経費

6,950

⑴ あおもり地

域保健･医療･

福祉総合推進

事業費

502 県民が生涯にわたり地域において安心して生

活できるよう、保健・医療・福祉包括ケアシス

テムの構築及び運営体制の充実・強化を図るの

に要する経費

⑵ 「支え合い、

共に生きる」

地域の実現に

向けた保健・

医療・福祉推

進事業費

（新規）

6,448 保健・医療・福祉包括ケアシステムに地域づ

くりの視点等を加えた「青森県型地域共生社会」

を実現するため、きめ細かな県民向けプロモー

ション活動を行うとともに、地域主体の多職種

連携方策の検討や多職種連携による包括的な支

援体制の構築等を行うのに要する経費

包括的支援体制構

築支援事業費

895 福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえた包括

的な相談支援体制の構築を図るため、市町村に

対してアドバイザーを派遣するとともに、課題

や手法についての情報交換会を開催するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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生活困窮者自立支

援法関連経費

207,511 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化

を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援、

就労準備支援、住居確保給付金の支給、生活福

祉資金貸付等の支援を行うのに要する経費

◦生活困窮者自立支援事業費 67,550

◦被保護者・生活困窮者就労準備支援事業費

25,483

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費（再

掲） 15,419

◦生活困窮者家計改善支援事業費 7,240

◦生活福祉資金貸付費補助 15,513

◦要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付

費補助 3,653

◦日常生活自立支援事業費補助 72,653

※補助金交付先は県社会福祉協議会、補助率

は10
10（国１

２、県１
２）

再犯防止推進事業

費 （新規）

1,121 再犯の防止等の推進に関する法律に基づく青

森県再犯防止推進計画（仮称）の策定に要する

経費

災害時保健・医療･

福祉提供体制整備

関連経費

11,774

⑴ 災害福祉広

域支援ネット

ワーク構築事

業費

4,036 大規模災害時における要配慮者への支援体制

の構築を図るため、災害福祉支援チーム（ＤＣ

ＡＴ）関係機関等による協議会やチーム員の養

成研修等を実施するのに要する経費

⑵ 保健医療調

整本部等体制

整備事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

3,561 大規模災害時における保健医療活動体制の強

化を図るため、保健医療調整本部等において活

動する人材の育成、市町村との連携体制構築に

向けた研修等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 災害医療コー

ディネート体

制強化事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

4,177 大規模災害時における緊急的かつ継続的な医

療提供体制の確保を図るため、災害医療コーディ

ネーターや保健所職員を対象とした実践研修等

を実施するのに要する経費

県立保健大学修学

支援事業費

（新規）

25,484 低所得者世帯の教育費負担を軽減するため、

青森県立保健大学の学生に係る授業料及び入学

金を軽減するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 公立大学法人青森県立保

健大学

交 付 率 10
10

がん対策重点推進

事業費

80,121

⑴ 働き盛り世

代のがん検診

推進事業費

（新規）

6,906 がん死亡率の減少に向けた環境整備を図るた

め、職域におけるがん検診の実態調査等を実施

するとともに、女性向けのワークショップ等を

開催するのに要する経費

⑵ がん診療連

携拠点病院等

機能強化事業

費

45,000 がん診療連携拠点病院等に求められる相談支

援、地域医療機関に対する研修及び院内の人材

養成等の実施に対する支援等に要する経費

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助

9,000

補助金交付先 八戸市立市民病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

◦地域がん診療病院機能強化事業費補助（新

規） 16,000

補助金交付先 十和田市立中央病院、

むつ総合病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費負担

金（再掲） 20,000

負担金交付先 県立中央病院

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ がん情報提

供システム運

営事業費

7,959 がんに関する正しい知識を広く県民に情報発

信するためのがん情報、がん相談等に関するデー

タベースの運営に要する経費

⑷ 全国がん登

録推進事業費

7,930 がん医療の質の向上、がんに関する情報提供

の充実及び科学的知見に基づいたがん対策のた

めの全国がん登録の実施等に要する経費

⑸ 大腸がん検

診未受診者対

策事業費

（新規）

11,580 本県のがん死亡率を特に押し上げている大腸

がんに係るがん検診受診率の向上を図るため、

未受診者に対する啓発を行うとともに、市町村

が実施するがん検診に対する支援等を行うのに

要する経費

◦大腸がん検診未受診者対策事業費補助

9,185

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 2,395

⑹ がん検診精

度管理事業費

（新規）

746 市町村のがん検診の精度向上を図るため、精

度管理体制に関する調査や研修を実施するのに

要する経費

肝炎特別対策事業

費

150,299

⑴ 肝炎治療医

療費助成事業

費

121,061 肝炎治療の推進により肝がんへの進行を予防

するため、インターフェロン・インターフェロ

ンフリー・核酸アナログ製剤治療を必要とする

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者に対する医療費

の一部を助成するのに要する経費

⑵ 肝がん・重

度肝硬変治療

研究促進事業

費

11,000 肝がん・重度肝硬変の予後の改善や生活の質

の向上、再発の抑制を図るため、Ｂ型・Ｃ型肝

炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者

に対する入院医療費の一部を助成するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 肝炎検査関

連経費

6,981 肝炎ウイルス感染者や肝炎患者の早期発見・

早期治療による重症化を予防するため、検査を

実施するとともに、検査費用の一部を助成する

のに要する経費

◦緊急肝炎検査事業費 4,806

◦肝炎ウイルス検査陽性者初回精密検査費助

成事業費 725

◦職域肝炎ウイルス検査費助成事業費 1,248

◦肝炎ウイルス陽性者定期検査費助成事業費

202

⑷ 肝疾患診療

連携拠点病院

事業費補助

11,257 肝疾患診療連携拠点病院が実施する肝疾患相

談センターの運営や専門医療機関等との協議会

の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘前大学医学部附属病院

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

糖尿病対策関連事

業費

23,638

⑴ 糖尿病と歯

周病を切り口

とした医科・

歯科連携事業

費

4,432 合併症であり相互に影響を与える歯周病と糖

尿病の早期治療・重症化予防を図るため、県内

医科・歯科の連携推進に向けた検討委員会の設

置、研修会の開催及び普及啓発を実施するとと

もに、県民の理解促進のための公開講座を開催

するのに要する経費

⑵ 糖尿病予防

啓発運動推進

事業費（新規）

2,574 糖尿病に関する正しい知識を県民に浸透させ、

糖尿病の発症及び重症化の予防を図るため、全

県的なキャンペーンを展開するとともに、あお

もり健やか川柳コンテストを実施するのに要す

る経費

⑶ 健診で健活!

ＡＩを活用し

た特定健康診

査受診勧奨事

業費（新規）

（国民健康保

険特別会計）

16,632 市町村における糖尿病の重症化予防の取組み

を推進するため、ＡＩを活用した受診勧奨モデ

ル事業を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県民の未来と健康

をマモル！タバコ

対策事業費

5,578 本県の喫煙率の低下と健康増進法の改正に伴

う受動喫煙防止対策の徹底を図るため、県民向

け啓発キャンペーン、事業者等向けの対策会議

や個別相談会、現地調査等を実施するのに要す

る経費

女性発信！農業者･

漁業者の健やか力

向上事業費

4,992 農業者や漁業者の健康づくりを推進するため、

農協・漁協の女性部と連携し、食事と運動の体

験活動を含んだ意識啓発のセミナーを開催する

とともに、働きながら健康づくりに取り組む事

例を紹介するリーフレットを作成するのに要す

る経費

あおもり型健康経

営プロモーション

事業費

5,683 青森県健康経営事業所の認定拡大を図るため、

認定取得及び認定更新に向けた研修会やトップ

セミナーの開催、健康経営に関する事例集及び

制度を周知するリーフレットの作成等を行うの

に要する経費

無理のない減塩推

進ムーブメント創

出事業費

3,144 高血圧に起因する心疾患や脳血管疾患などの

生活習慣病の予防を図るため、小学校における

減塩食習慣定着に向けた啓発や、県民に対する

栄養成分表示に関する周知を行うとともに、無

理のない減塩推進に向けたセミナーを開催する

のに要する経費

循環器病対策推進

事業費 （新規）

1,752 循環器病対策基本法に基づく青森県循環器病

対策推進計画（仮称）を策定するとともに、血

圧・脈拍測定に関する正しい知識を普及啓発す

るのに要する経費

歯と口の健康づく

り推進事業費

11,464 ライフステージに応じた歯と口の健康づくり

を推進するため、口腔保健支援センターを運営

するとともに、８０２０運動、歯周病等予防キャ

ンペーン及び幼稚園・保育所等への訪問指導等

を行うのに要する経費

一歩前進！大人の

運動習慣改善ムー

ブメント事業費

（新規）

6,468 働き盛り世代の運動習慣の定着を図るため、

日常生活動作等の運動量を調査した上で情報発

信するとともに、県内事業所によるウォークコ

ンテストや健康増進キャンペーン等を行うのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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骨髄ドナー助成事

業費補助

980 骨髄バンク事業における骨髄等提供環境の充

実を図るため、提供時の骨髄ドナー及びドナー

特別休暇を利用した場合の勤務先に助成するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額

骨髄ドナー ７日間を上限として１日

当たり１万円（ドナー特

別休暇制度がない場合に

限る）

勤 務 先 ７日間を上限として１日

当たり５千円（ドナー特

別休暇を利用した場合に

限る）

医師確保対策関連

経費

499,489

債務負担

行為設定

額

27,000

⑴ 自治医科大

学運営費特別

分担金

134,000 本県出身医師を養成し、へき地医療を確保す

るための自治医科大学の運営に要する経費に対

する分担金

⑵ 医師修学資

金貸付金

20,646

債務負担

行為設定

額

27,000

本県出身の医学生で、将来、県内の病院・診

療所等に医師として勤務しようとする者に対し

修学資金を貸与するのに要する経費

貸与対象人員 11人（うち新規分は県外

大学進学者３人）

⑶ 弘前大学医

学部入学生特

別対策事業費

補助

（電源三法交

付金活用事業）

107,740 弘前大学医学部入学生に対する修学資金等の

貸与に要する経費に対する補助

補助金交付先 県国民健康保険団体連合

会

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

ただし、当面の間は３
４（ほ

かに市町村１
４）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 地域医療支

援センター事

業費

101,348 地域医療支援センターにおいて、地域医療に

従事する医師のキャリア形成支援、医師に対す

る求人・就職等の情報発信や相談対応による医

師確保の促進等を行うのに要する経費

◦地域医療支援センター設置運営事業費

66,236

◦キャリア形成連携支援事業費 5,876

◦医師偏在対策事業費 2,449

◦医師臨床研修魅力発信・研修環境支援事業

費 15,871

◦ＵＩＪターン医師確保事業費 1,583

◦へき地医療支援機構運営事業費 334

◦地域医療を担う人材育成事業費 4,065

◦若手医師フォローアップ事業費 4,003

◦新たな専門医制度対策事業費 931

⑸ 地域で活躍

する良医育成

推進事業費

120,000 地域医療構想の実現に向け、弘前大学医学部

附属病院にへき地等地域医療、周産期医療、障

害児医療及び脳神経外科専門医を志す医師を確

保・育成するための研究開発等を行う寄附講座

を設置するとともに、県南地域の周産期医療体

制、津軽地域の救急医療提供体制及び下北地域

の安定的な医療提供体制の確保の取組みを支援

するのに要する経費

◦地域医療推進事業費 70,000

◦周産期専門医確保対策事業費補助 10,000

補助金交付先 八戸市立市民病院

補 助 率 １
２（ほかに市１

２）

◦救急医療提供体制確保対策事業費補助

15,000

補助金交付先 弘前圏域定住自立圏構

成市町村

補 助 率 １
２

◦下北圏域医師確保特別対策事業費補助

25,000

補助金交付先 一部事務組合下北医療

センター

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 医療勤務環

境改善支援セ

ンター運営事

業費

3,710 勤務環境改善に取り組む医療機関に対して総

合的・専門的な支援を行う医療勤務環境改善支

援センターの運営に要する経費

⑺ 医師相談窓

口設置事業費

4,545 県内医師が継続して働き続ける環境づくりを

推進するため、医師相談窓口を設置・運営する

のに要する経費

⑻ 下北圏域非

常勤医師送迎

支援事業費補

助

7,500 常勤医師の確保が困難な下北地域において応

援医師の確保を図るため、派遣元医療機関等と

むつ総合病院との間で送迎用車両を運行するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 一部事務組合下北医療セ

ンター

補 助 率 １
２

看護職員資格取得

特別対策事業費

20,807 看護職員の育成・定着とひとり親家庭等の経

済的な自立を一体的に進めるため、ひとり親家

庭等の看護職員資格取得希望者と医療機関との

マッチングを行うとともに、医療機関が行う資

格取得費用等の貸付を支援するのに要する経費

◦看護職員資格取得特別対策事業費補助

20,037

補助金交付先 （公社）県医師会

事業実施主体 医療機関

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 770

ドクターヘリ運航

関連経費

515,867

⑴ ドクターヘ

リ運航事業費

501,806 県民の救命率の向上を図るため、県立中央病

院及び八戸市立市民病院によるドクターヘリ

（２機体制）の運航を実施するのに要する経費

⑵ ドクターヘ

リ運航維持管

理費負担金

14,061 県立中央病院におけるドクターヘリの運航・

維持管理に要する経費に対する負担金

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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有床診療所等スプ

リンクラー等施設

整備費補助

101,450 有床診療所等におけるスプリンクラー等の消

防設備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 有床診療所等

補 助 率 定額（国10
10）

ハイリスク妊産婦

アクセス支援事業

費補助

4,975 安全安心に分娩できる環境整備と産科医療体

制の維持・充実を図るため、ハイリスク妊産婦

の周産期母子医療センターへの通院や待機宿泊

を支援するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 対 象 者 ハイリスク妊婦・分娩管

理加算の対象となる妊産

婦等

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額 １人当たり５万円

上手な医療のかか

り方推進事業費

（新規）

13,833 上手な医療のかかり方の普及啓発を図るため、

県民向けのリーフレットを作成し、配布すると

ともに、リーフレットを活用した周知活動を行

うのに要する経費

病床数適正化推進

事業費補助（新規）

120,000 地域医療構想の推進に向け、医療機関が稼働

病床を一定以上削減することに伴う、医療機関

の減収相当額等に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 10
10（国10

10）

津軽圏域新中核病

院施設設備整備費

補助 （新規）

1,500,000 地域医療構想に基づき、病院廃止を伴う弘前

市立病院と国立病院機構弘前病院の機能統合に

よる新中核病院の施設・設備の整備に要する経

費に対する補助

補助金交付先 （独）国立病院機構

補 助 率 定額

新しい薬剤師の人

財創出事業費

5,250 薬剤師の県内定着と本県への還流促進を図る

ため、高校生に対して薬系大学への進学を促進

する啓発活動や職場体験を実施するとともに、

大学生向けの県内就職案内・相談会の開催及び

県外の薬剤師に対するＵＩＪターンに関する情

報発信を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域医療介護総合

確保基金関連経費

8,729,181

⑴ 地域医療介

護総合確保基

金積立金

4,249,019 地域における医療及び介護の総合的な確保を

図る事業の実施及び支援のための基金の造成に

要する経費

⑵ 地域医療介

護総合確保対

策事業費

4,480,162 地域における医療及び介護の総合的な確保を

図るため、病床の機能分化・連携の推進や医療･

介護従事者の確保・養成、介護施設等の整備、

在宅医療提供体制の構築に係る取組みを充実・

強化するのに要する経費

◦地域で活躍する良医育成推進事業費（再掲）

120,000

◦地域医療構想推進費 1,766

◦病床機能分化・連携推進施設設備整備費補

助 676,482

・回復期病床転換分 350,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

・在宅医療推進分 30,000

補助金交付先 在宅医療等を提供す

る医療機関等

補 助 率 １
２

・用途変更等分 179,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

・改築分 117,482

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦津軽圏域新中核病院施設設備整備費補助（新

規）（再掲） 1,500,000

◦在宅医療多職種連携研修事業費 4,000

◦在宅歯科医療連携室整備事業費 2,620

◦歯科衛生士復職支援事業費 1,581

◦へき地等地域医療支援対策事業費補助

15,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 市町村等

補 助 率 １
２

補助対象事業 へき地等地域における

ＩＣＴを活用した医療

環境の維持・向上に資

する取組み

◦病床機能転換人材確保事業費 23,930

・病床機能転換専門研修事業費 21,000

・新人訪問看護職員研修事業費補助 2,930

補助金交付先 訪問看護ステーショ

ン

補 助 率 １
２

◦訪問看護推進事業費 7,544

◦在宅医療推進医療クラーク導入事業費補助

12,000

補助金交付先 在宅医療の拡大に取り

組む診療所

補 助 率 １
２

◦上手な医療のかかり方推進事業費（新規）

（再掲） 13,833

◦地域医療支援センター事業費（再掲）

101,348

◦糖尿病と歯周病を切り口とした医科・歯科

連携事業費（再掲） 4,432

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助

（再掲） 107,740

◦医療勤務環境改善支援センター運営事業費

（再掲） 3,710

◦医師相談窓口設置事業費（再掲） 4,545

◦下北圏域非常勤医師送迎支援事業費補助（再

掲） 7,500

◦看護師等確保・資質向上推進事業費 4,066

◦新人看護職員研修事業費補助 11,483

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦新人看護職員研修事業費負担金（再掲）

1,055

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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負担金交付先 県立中央病院、県立つ

くしが丘病院

◦新人看護職員離職防止及び定着促進事業費

（新規） 885

◦看護教員養成講習会参加支援事業費補助

648

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

◦認定看護師等育成支援事業費補助 4,250

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦看護師等養成所運営費補助 102,030

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

◦ナースセンター事業費 4,897

◦小児救急医療支援実施事業運営費補助

9,991

補助金交付先 市

補 助 率 ２
３

◦小児救急電話相談事業費 14,909

◦産科医確保支援事業費補助 22,874

補助金交付先 分娩手当を支給する病

院等

補 助 率 １
３

◦産科医確保支援事業費負担金（再掲）

2,120

負担金交付先 県立中央病院

◦新生児医療担当医確保支援事業費補助 440

補助金交付先 新生児医療担当医手当

を支給する病院

補 助 率 １
３

◦新生児医療担当医確保支援事業費負担金（再

掲） 486

負担金交付先 県立中央病院

◦病院内保育所運営費補助 5,619

補助金交付先 民間立病院及び診療所

補 助 率 １
３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦新興・再興感染症対策研修事業費 918

◦地域密着型サービス等提供施設整備費補助

1,019,201

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人

補 助 率 定額

◦施設開設準備経費等支援事業費補助

416,192

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人

補 助 率 定額

◦介護職の魅力発信事業費補助 3,156

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

◦介護技術コンテスト開催費補助 3,388

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10

◦福祉・介護人材確保対策事業費 31,973

・福祉・介護人材確保対策事業費補助

17,367

補助金交付先 県社会福祉協議会、

介護福祉士養成施設

等

補 助 率 10
10

補助対象事業 初任者研修の受講支

援、福祉・介護体験

セミナー等の開催、

福祉・介護従事者等

のスキルアップ研修

等の実施

・県推進事業費 14,606

◦介護人材発掘育成事業費 17,601

◦福祉・介護人材マッチング機能強化事業費

9,429

◦介護体験型理解促進事業費 5,870

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦介護の仕事理解促進事業費補助（新規）

1,922

補助金交付先 八戸市

補 助 率 10
10

補助対象事業 中高生向けＰＲ冊子の

作成、出前講座等の実

施

◦老人クラブ事務手続き等支援事業費補助（新

規） 3,966

補助金交付先 （公財）県老人クラブ連合

会

補 助 率 10
10

補助対象事業 老人クラブの事務手続

き等を支援する取組み

◦介護人材育成認証評価制度事業費 18,074

◦介護ロボット導入支援事業費補助 10,016

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護ロボット導入のた

めの研修の実施、利活

用の検討、導入支援等

◦新介護職員応援イベント開催事業費 2,639

◦新採用介護職員人材育成・定着支援事業費

補助 738

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

◦介護事業所内保育施設運営費補助 48,221

補助金交付先 介護事業所内保育施設

を設置・運営する法人

補 助 率 ２
３

◦あおもりノーリフティングケア推進事業費

9,610

◦介護事業所に対する業務改善支援モデル事

業費 926

・介護事業所に対する業務改善支援モデル

事業費補助 900

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 介護事業所

補 助 率 １
２

・県事務費 26

◦介護事業所ＩＣＴ導入支援モデル事業費

6,032

・介護事業所ＩＣＴ導入支援モデル事業費

補助 4,500

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 １
２

補助対象事業 ＩＣＴを活用した業

務負担軽減等の取組

み

・県推進事業費 1,532

◦外国人介護人材受入施設環境整備事業費補

助（新規） 6,796

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護施設において外国

人介護人材の受け入れ

に資する環境整備の取

組み

◦アセッサー講習受講支援事業費補助 1,295

補助金交付先 アセッサー講習受講者

が所属する介護事業所

補 助 率 10
10

◦チームワーク強化支援事業費補助 1,316

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 スーパーバイザーの養

成研修、スーパーバイ

ザーによる出前講座等

の実施

◦介護職員初任者ヒューマンスキルアップ事

業費補助 1,655

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―37―



補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 経験年数３年未満の介

護職員を対象とした人

間力及び社会人基礎力

向上研修の実施

◦中堅介護職員スキルアップ事業費補助

1,177

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 中堅介護職員のマネジ

メント能力を強化する

ためのキャリアデザイ

ン研修等の実施

◦管理者キャリアサポート事業費補助 804

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 管理職員のマネジメン

ト・管理・統率能力を

強化するための研修等

の実施

◦介護支援専門員資質向上事業費 473

◦介護支援専門員地域同行型研修事業費補助

2,525

補助金交付先 （公社）県介護支援専門員

協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護支援専門員初任者

を対象とした実地研修

等の実施

◦認知症サポート医養成事業費 1,988

◦認知症初期集中支援チーム員・認知症地域

支援推進員育成事業費 3,575

◦認知症対応力向上研修事業費 5,462

◦介護従事者向け認知症介護研修事業費

1,467

◦認知症ケアにおける多職種連携研修事業費

補助 832

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦市民後見推進事業費補助 2,500

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（複数市町村による

共同実施の場合３
４）

補助対象事業 市民後見人養成研修等

の実施

◦認知症サポーター活動促進事業費（新規）

622

◦介護職員等医療的ケア研修事業費 21,370

◦医療介護連携推進事業費 3,605

◦介護施設における医療介護連携人材養成事

業費補助（新規） 9,158

補助金交付先 （公社）県医師会

補 助 率 10
10

補助対象経費 介護職員の准看護師資

格取得を支援するため

の修学資金の貸付原資

及び事務費

◦「支え合い、共に生きる」地域の実現に向

けた保健・医療・福祉推進事業費（新規）

（再掲） 6,448

◦介護施設における看護職員の資質向上推進

事業費補助 1,871

補助金交付先 （公社）県看護協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 認定看護師による介護

施設の訪問研修の実施

◦地域包括支援センター職員等研修事業費

967

◦訪問介護サービス提供責任者研修事業費補

助 600

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

新型インフルエン

ザ等対策推進事業

費

23,354 新型インフルエンザ等対策特別措置法及び行

動計画に基づく医療資器材等の備蓄及び医療提

供体制の整備等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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難病対策費 1,838,575 難病法に基づく特定医療費等の自己負担額の

全部又は一部を助成するのに要する経費

◦難病特定医療費 1,836,793

◦特定疾患治療研究事業費 1,782

食の安全を担う獣

医師確保対策事業

費

11,868

債務負担

行為設定

額

8,640

県の獣医師職員不足に対処するための修学資

金の貸与、獣医師確保に向けた特別講座・交流

会の開催及びネットワーク体制の整備に要する

経費

◦獣医師修学資金貸付金 10,800

貸 与 対 象 者 獣医系大学に在籍する

４年生以上の学生

貸与対象人員 ５人

◦県推進事業費 1,068

生活基盤施設耐震

化等交付金

1,467,679 水道事業者の運営基盤を強化するため、水道

施設等の耐震化や水道事業の広域化を支援する

のに要する経費に対する交付金

交付金交付先 水道事業者（市町村、一

部事務組合）

交 付 率 １
２（国１

２）、４
10（国４

10）、

１
３（国１

３）、１
４（国１

４）

動物愛護推進対策

事業費 （新規）

2,000 人と動物が共生できる社会づくりを推進する

ため、猫の致死処分を減らすための検討会や屋

内飼育推進イベントを開催するとともに、動物

愛護センターの認知度向上等の取組みを行うの

に要する経費

ＨＡＣＣＰ推進コ

ア人財育成事業費

（新規）

10,166 食品衛生法の改正に伴うＨＡＣＣＰ導入の義

務化に対応するため、品質管理担当者や指導員

の育成を推進するとともに、ＨＡＣＣＰ導入の

相談・指導体制の構築等を行うのに要する経費

認知症地域支援体

制構築推進事業費

4,005 認知症に対する地域での見守りと適切な治療

や生活支援を提供する体制を構築するため、医

療・介護関係者等による検討会の開催及び情報

連携ツール活用研修会を実施するのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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介護福祉士修学資

金等貸付事業費補

助

4,051 国が掲げる「介護離職ゼロ」の実現に向けた

対策の強化に呼応した介護福祉士修学資金等貸

付事業の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 介護福祉士等養成施設の

入学者であって、将来県

内で介護福祉士等として

勤務しようとする者に対

する修学資金等の貸付原

資及び事務費

地域でつながる

「つどいの場」拡

充支援事業費

（新規）

8,951 住民主体の「つどいの場」の更なる拡充に向

け、関係者間のネットワークづくりを行う会議

の開催及び生活支援コーディネーターの養成研

修等を実施するのに要する経費

国民健康保険関連

事業費

（国民健康保険特

別会計）

127,651,593

一般会計

から特別

会計への

繰出金

8,366,008

国民健康保険の財政運営の責任主体として、

保険給付費等交付金等の交付、事業費納付金の

徴収、財政の安定化を図るための基金の造成、

その他保険事業を円滑に運営するのに要する経

費

◦保険給付費等交付金 103,239,117

◦後期高齢者支援金等 17,288,375

◦前期高齢者納付金等 26,801

◦介護納付金 6,920,366

◦特別高額医療費共同事業費拠出金 132,806

◦国民健康保険財政安定化基金積立金 593

◦国民健康保険推進事業費 26,903

◦健診で健活！ＡＩを活用した特定健康診査

受診勧奨事業費（新規）（再掲） 16,632

子どもの貧困対策

関連経費

156,905

⑴ 子どもの貧

困対策推進事

業費

1,251 子どもの貧困対策を総合的に推進するための

計画の進捗管理に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 子どもの学

習支援等関連

経費

15,917 子どもの貧困の連鎖を防止するため、生活困

窮世帯の児童等に対する学習講習会を実施する

とともに、市町村が行う子どもの生活・学習支

援事業を支援するのに要する経費

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費 15,419

◦ひとり親家庭等生活向上事業費補助 498

補助金交付先 市

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

⑶ 地域とつな

がる子どもの

居場所づくり

促進事業費

（新規）

5,376 様々な課題を抱える子どもや保護者への支援

が届くようにするため、学習支援や食事提供を

行う子どもの居場所づくりのモデル実証を行う

とともに、成果普及のための事業報告会を開催

するのに要する経費

⑷ 家庭福祉対

策教育支援貸

付事業費補助

73,081 学ぶ意欲と能力のある子どもの教育機会の確

保と貧困の連鎖解消を図るため、一定の条件を

満たす生徒に対し、大学入学時に必要となる受

験費用等の一時的経費を支援するための奨学金

制度の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公財）県育英奨学会

補 助 率 10
10

補助対象経費 大学に進学する生徒に対

する受験費用等の一時的

経費の貸付原資及び事務

費

貸 与 金 額 60万円／人以内

※大学を卒業後、県内に就業・居住し一定

の条件を満たす場合全額返還免除

⑸ 看護職員資

格取得特別対

策事業費

20,807 （再掲）

⑹ ひとり親家

庭等相談機能

強化事業費

909 ひとり親家庭の自立を支援する相談体制の強

化を図るため、支援の中心的役割を担う母子父

子自立支援員及び就業支援専門員等の資質向上

の研修を実施するとともに、制度を広く周知す

るパンフレットの作成・配布等を行うのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑺ 母子家庭等

就業・自立支

援センター事

業費

21,526 ひとり親家庭等の自立を支援するため、就業

に係る相談、講習会、情報提供等を行う母子家

庭等就業・自立支援センターの運営等に要する

経費

⑻ 母子家庭等

自立支援給付

事業費

10,039 母子家庭等が自立し、安定した生活を営むた

め、能力開発や資格取得に向けた講座及び高等

職業訓練の受講等に対する支援に要する経費

◦母子家庭等自立支援給付費補助 9,920

◦県事務費 119

⑼ ひとり親家

庭高等職業訓

練促進資金貸

付事業費補助

1,680 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高等職業訓練促進給付を活用した資格取

得と就業を促進するためのひとり親家庭等高等

職業訓練促進資金貸付事業の実施に要する経費

に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在

学する者に対する入学準

備金等の貸付原資及び事

務費

⑽ 高等学校卒

業程度認定試

験合格支援事

業費補助

300 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高校を卒業していないひとり親家庭の親

又は子が高等学校卒業程度認定試験に合格する

ための講座を受講するのに要する経費に対する

補助

補助金交付先 高校を卒業していないひ

とり親家庭の親又は子

補 助 率 定額（国３
４、県１

４）

⑾ 児童福祉施

設入所児童等

自立能力強化

事業費補助

3,800 児童養護施設入所児童等の自立を支援するた

め、入所児童等の就職に向けた資格取得又は大

学進学等に要する経費に対する補助

補助金交付先 児童養護施設等を設置す

る社会福祉法人及び里親

補 助 率 定額

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑿ 児童養護施

設退所者等自

立支援資金貸

付事業費補助

2,219 児童養護施設退所者等の生活の安定と自立を

支援するため、就職又は大学等への進学にあた

り安定した生活基盤を確保するための児童養護

施設退所者等自立支援資金貸付事業の実施に要

する経費に対する補助

補助金交付先 社会福祉法人

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 住居や生活費など安定し

た生活基盤の確保が困難

な児童養護施設退所者等

に対する家賃相当額等の

貸付原資及び事務費

結婚応援プロジェ

クト事業費（新規）

9,948 社会全体で結婚を支援する気運を醸成するた

め、あおもり出会いサポートセンターを中心と

して県、市町村、民間団体の連携を強化すると

ともに、市町村等への婚活イベントアドバイ

ザーの派遣、結婚を希望する男女のマッチング

システム構築に向けた検討等を行うのに要する

経費

「みんなで子ども･

子育てを応援！」

推進事業費

13,031 社会全体で子育てを応援する環境づくりを推

進するため、あおもり働き方改革推進企業認証

制度の周知と認証取得の推進を図るとともに、

市町村職員を対象とした子ども相談支援体制整

備に係る研修会の開催及び県民の子育て応援に

関する啓発活動を行うのに要する経費

保育人材確保事業

費 （新規）

8,707 待機児童の解消のため、保育士不足の実態調

査、潜在保育士の掘り起こし、保育サービス事

業所等認証評価を受けた事業所を中心とした職

場見学ツアー等を行うのに要する経費

保育サービス事業

所等認証評価制度

事業費

2,685 保育所等を経営する法人の職員処遇や職場環

境の改善及び保育サービスの充実等に関する取

組み等を評価する保育サービス事業所等認証評

価制度を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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保育士・保育所支

援センター事業費

20,606 保育士の専門性向上と質の高い人材の安定的

な確保を図るため、保育士人材バンクを活用し

た潜在保育士の就職支援、保育士等の相談支援、

保育士研修等を実施する保育士・保育所支援セ

ンターの設置・運営を行うのに要する経費

保育士修学資金等

貸付事業費補助

106,805 国の保育人材確保対策の強化に呼応した保育

士修学資金等貸付事業の実施に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 保育士の資格取得に要す

る修学資金、再就職のた

めの準備金、ファミリー

サポート事業等の利用料

金の貸付原資及び事務費

教育・保育給付費

負担金

12,075,374 子ども・子育て支援新制度における認定こど

も園、保育所、幼稚園等の運営に要する経費に

対する負担金

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
４、１

２

教育・保育無償化

関連事業費

1,973,736 幼児教育・保育の無償化に要する経費

◦教育・保育給付費負担金（幼児教育・保育

無償化分）（再掲） 1,709,127

◦子育て支援施設等利用給付費負担金（幼児

教育・保育無償化分） 264,609

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
４（ほかに国１

２）

地域子ども・子育

て支援事業費補助

1,342,074 市町村子ども・子育て支援事業計画に従って

市町村が実施する子ども・子育て家庭等を対象

とする事業に要する経費に対する補助

◦放課後児童健全育成事業費補助 593,050

◦放課後児童クラブ充実促進事業費補助

4,225

◦地域子育て支援事業費補助 501,069

◦病児・病後児保育対策事業費補助 78,174

◦延長保育促進事業費補助 165,556

※補助金交付先は市町村、補助率は１
３（ほか

に国１
３）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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保育料軽減事業費

補助

64,194 出生率の向上及び親が安心して子どもを生み

育てる環境づくりに資するため、第３子以降の

３歳未満児に係る保育料を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

軽 減 内 容

第 ４ 階 層 第３子以降の子どもの保

育料の２
３を減額

第５階層以上 第３子以降の子どもの保

育料と国基準額の１
２の額

との差額の２
３を減額

乳幼児はつらつ育

成事業費補助

785,747 乳幼児を健やかに育てるため、市町村が行う

乳幼児医療費給付事業に要する経費に対する補

助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

補 助 対 象 者 就学前児童

特定不妊治療費助

成事業費

92,150 少子化対策の一環として、不妊に悩む夫婦の

経済的負担を軽減するため、不妊治療に要する

費用の一部を助成するのに要する経費

◦特定不妊治療費助成事業費補助 91,425

補 助 限 度 額 １回当たり15万円（採

卵を伴わない凍結胚移

植の場合７万５千円）

男性不妊への治療を伴

う場合１回当たり15万

円上乗せ

初回に限り各15万円上

乗せ（採卵を伴わない

凍結胚移植は除く）

対 象 年 齢 43歳未満

通算助成回数 初回40歳未満は通算６

回まで

初回40歳以上43歳未満

は通算３回まで

◦県事務費 725

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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医療的ケア児関連

事業費

35,607 医療的ケア児とその家族が安心して生活でき

る地域づくりを推進するため、医療的ケア児の

支援に係る課題や対策等を検討する部会を設置･

運営するとともに、保健、医療、福祉、教育、

保育等の各関係機関の連携による相談支援体制

の充実や保育所等の受入体制の整備を行うのに

要する経費

◦医療的ケア児支援体制検討部会設置事業費

712

◦医療的ケア児支援ネットワーク促進事業費

（新規） 1,336

◦医療的ケア児総合支援事業費（新規）

6,842

◦医療的ケア児保育所等受入促進事業費（新

規） 2,972

◦医療的ケア児保育支援モデル事業費補助

23,745

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４（ほかに国１

２）

発達障害者支援セ

ンター関連事業費

56,882 発達障害者及びその家族への支援を総合的に

展開するため、発達障害者支援センターを県内

３箇所に設置・運営するとともに、支援スキル

アップ研修及び初診待機解消モデル事業等を行

うのに要する経費

◦発達障害者支援センター運営事業費 49,413

◦発達障害者支援体制整備事業費 7,469

障害福祉サービス

事業所等認証評価

制度事業費

2,797 障害福祉サービス事業所等における職員処遇

や職場環境の改善及び提供サービスの充実等に

関する取組み等を評価する障害福祉サービス事

業所等認証評価制度を実施するのに要する経費

障害者意思疎通手

段・手話言語普及

啓発事業費（新規）

1,388 障害者が意思疎通手段を利用しやすい環境づ

くりを推進するため、県職員及び事業者を対象

とした意思疎通手段研修会や県民向けフォーラ

ムを開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ひきこもり地域支

援センター設置運

営事業費

6,972 ひきこもりの状態にある本人や家族を支援す

るため、ひきこもり支援コーディネーターを配

置し相談支援を行うとともに、地域の関係機関

の連絡会議、市町村への専門家チーム派遣等に

よるひきこもり相談体制強化の支援、人材育成

研修等を実施するひきこもり地域支援センター

の設置・運営を行うのに要する経費

自殺対策関連経費 60,580

⑴ 生きること

の包括的支援･

自殺対策事業

費

7,475 高齢者層、壮年期層、若年層といった自殺ハ

イリスク層を中心とした自殺の減少を図るため、

自殺ハイリスク層ごとの要因に対応した対策の

強化や市町村支援を含めた包括的な自殺防止の

取組み等を実施するのに要する経費

事業内容 高齢者の心の健康づくり支援、

地域の職域連携推進に係る情

報交換会の開催、多職種によ

る連携体制構築に係る研修会

の実施、関係民間団体の交流

会、市町村担当者連絡会等の

開催等

⑵ 心のヘルス

アップ事業費

350 自殺対策連絡協議会の開催等に要する経費

⑶ 生活と健康

をつなぐ法律

相談事業費

2,248 こころの健康支援専門員による相談電話を設

置し、県民の法的な問題の解決やこころの相談

に対応するのに要する経費

⑷ あおもりい

のちの電話相

談事業費補助

1,740 自殺防止に取り組むＮＰＯ法人が行う電話相

談事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 ＮＰＯ法人あおもりいの

ちの電話

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

⑸ 地域自殺対

策推進センター

運営事業費

3,711 自殺に関する市町村への相談支援や地域の関

係機関の連携調整、人材育成研修等を実施する

地域自殺対策推進センターの設置・運営に要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 地域自殺対

策強化事業費

45,056 地域の実情に応じた自殺対策を強化するため、

自殺対策の有効性を検証するとともに、市町村

ごとの対策の検討・実施等に対する支援を行う

のに要する経費

◦地域自殺対策強化事業費補助 34,427

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）、２
３（国２

３）、

10
10（国10

10）

◦県推進事業費 10,629

県立中央病院費 2,904,953

⑴ 負担金 2,704,953 不採算部門運営費 1,269,299

企業債等償還金 1,049,867

医療備品等整備費 9,440

共済組合長期追加費用 169,875

自治医科大学卒医師研修対策事業費 139,962

高度・先進医療等関連経費 66,510

⑵ 貸付金 200,000 運転資金貸付金 200,000

県立つくしが丘病

院費

841,796

⑴ 負担金 541,796 不採算部門運営費 479,489

企業債等償還金 43,302

医療備品等整備費 509

共済組合長期追加費用 18,237

新人看護職員研修事業費 259

⑵ 貸付金 300,000 運転資金貸付金 300,000

商工労働部 中小企業団体中央

会補助

144,976 中小企業団体中央会が行う指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 10
10

経営改善普及事業

費補助

1,310,429 商工会議所及び商工会が行う経営改善普及事

業等に要する経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会、商工会議

所

補 助 率 10
10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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商工会連合会指定

事業費補助

206,881 商工会連合会が行う商工会指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会

補 助 率 10
10

商店街コミュニティ

機能再生・魅力創

造事業費 （新規）

9,992 商店街の活性化を図るため、デザイナー等の

クリエイティブ人材や首都圏等の外部人材と市

町村及び商店街との協働による商店街活性化に

向けたワークショップや魅力発信等を行うとと

もに、買物困難者を対象とした買物サービスの

提供に向けた取組みに対する支援等を行うのに

要する経費

◦小規模事業者支援推進事業費補助 2,000

補助金交付先 商店街振興組合等

補 助 率 １
２（国１

４、県１
４）

補 助 限 度 額 1,000

◦県推進事業費 7,992

北東北三県福岡合

同事務所移転費

（新規）

65,933 北東北三県で運営している福岡合同事務所及

びアンテナショップ「みちのく夢プラザ」の移

転に要する経費

制度金融実施費 32,430,000 中小企業者の事業活動の促進及び経営の安定

を図るため、各種制度金融を実施するための貸

付金

区 分 貸付金 融資枠

特別保証融資制度貸付金 31,530,000 420億円

中小企業団体中央会貸付金 900,000 30億円

特別保証融資制度

災害復旧枠関連経

費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

50,685 被災中小企業者の早期の経営再建を図るため、

青森県特別保証融資制度「平成23年東北地方太

平洋沖地震中小企業災害復旧枠」に係る貸付利

率の無利子化及び信用保証料の免除に要する経

費に対する補助

◦東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再

建特別対策事業費補助 27,341

◦青森県信用保証協会補助 23,344

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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創業・成長産業推

進金融対策事業費

補助

100,042 青森県特別保証融資制度「『選ばれる青森』

への挑戦資金」のうち、創業や県の重点推進分

野等に係る信用保証料の軽減に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 保証料相当額の３
10（金融

機関提案枠のうち１千万

円を超える設備資金の場

合４
10）

創業・起業スター

トアップ支援事業

費 （新規）

29,884 創業・起業による県民所得の向上と雇用の場

の創出を図るため、女性やＵＩＪターン希望者

等と先輩起業家との交流会を行うとともに、イ

ンキュベーションマネジャーによる県内外の訪

問型個別支援や地域課題の解決に資する創業事

例の調査等を行うのに要する経費

中小企業等事業承

継促進強化事業費

3,448 中小企業等の円滑な事業承継を促進するため、

事業承継診断の早期受診に向けた企業訪問を行

うとともに、事業承継の重要性を広く周知する

のに要する経費

中小企業営業力パ

ワフル支援事業費

11,192 県内中小企業の営業力の強化を図るため、も

のづくり分野と加工食品分野の県内中小企業を

対象に専門商社のノウハウやネットワークを活

用した個別商談の実践研修等を行うのに要する

経費

「選ばれる青森」

食品事業者スキル

アップ支援事業費

（新規）

10,490 県内中小企業の販売力の向上と競争力の強化

を図るため、高付加価値商品を主として取り扱

うＥＣサイトを活用した販路開拓に向けたセミ

ナーの開催やテスト販売の支援を行うとともに、

首都圏・西日本向けの商品開発や展示会への出

展を支援するのに要する経費

ライフスタイル商

品・工芸品展開事

業費 （新規）

11,953 地域資源を活用した産業の振興を図るため、

首都圏ライフスタイルショップと連携した商品

開発やテスト販売の支援等を行うとともに、工

芸品の新たな販売体制の構築や首都圏展示会へ

の出展支援等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―51―



ＡＩ・ＩｏＴ等に

対応した生産性向

上支援事業費

9,933 県内企業の持続的な生産性向上や経営基盤の

強化を図るため、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用した先

端設備の導入や現場革新を促進するとともに、

若手技術者向けのオーダーメイド型研修やもの

づくりトレーナーの養成等を行うのに要する経

費

デジタル技術の活

用による「稼ぐ力」

支援事業費

（新規）

4,765 県内中小企業の競争力の強化を図るため、デ

ジタル技術の活用に向けた基礎セミナーを開催

するとともに、マーケティングの実践に向けた

講座や相談会を開催するのに要する経費

農商工連携成長産

業化支援事業費

5,261 農商工連携を促進するため、新たな取組みの

発掘に向けたセミナー、専門家派遣、地域資源

の利活用可能性の検討等を行うのに要する経費

ビジネスサポート

ステーション運営

事業費

15,184 県内中小企業の首都圏等におけるビジネスチャ

ンスの獲得を図るため、専門のアドバイザー等

による販路開拓支援や展示会への出展支援等を

行うビジネスサポートステーションを（公財）21あ

おもり産業総合支援センターに設置し、運営す

るのに要する経費

情報・クリエイティ

ブ関連産業誘致強

化・促進事業費

6,284 情報・クリエイティブ関連産業の立地を推進

するため、対象企業への企業訪問や展示会等に

おけるセールス活動を実施するとともに、立地

企業を紹介するＰＲ冊子の作成等を行うのに要

する経費

食関連産業等投資

促進事業費

8,722 本県の豊かな農林水産資源等の優位性を活か

し、食関連産業分野の県内投資を促進するため、

商社等への営業活動を展開するとともに、食品

関連産業と物流業者の交流・連携に向けたフォー

ラム等を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県産業立地促

進費補助

（発電用施設等所

在市町村等企業導

入促進基金活用事

業）

949,656

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県内への企業誘致、本社機能移転及び誘致企

業の県内における設備投資を促進するための工

業開発プロジェクト地域等に立地する誘致企業

等に対する補助

対象企業 誘致企業、地域経済牽引事業

計画の承認を受けた県内企業、

金矢工業団地又は青森中核工

業団地に立地する県内企業、

誘致企業等に建物及び設備を

リースする企業

補助率及び補助限度額

新設分

補助要件
（投資額及び
雇用人数）

補助率及び補助限度額

むつ小川
原開発地
区

青森中核
・金矢工
業団地

左記以外

１億円以上
かつ10人以上

５
100

３億円

３億円以上
かつ20人以上

10
100

５億円

20
100

５億円

10
100

３億円

30億円以上
かつ30人以上

10
100

10億円

20
100

10億円

10
100

５億円

60億円以上
かつ60人以上

10
100

15億円

20
100

15億円

10
100

８億円

100億円以上
かつ100人以
上

10
100

20億円

20
100

20億円

10
100

10億円

増設分

補 助 要 件
（投資額及び雇用人数）

補 助 率 及 び
補 助 限 度 額

２億円以上かつ５人以上

5
100

５千万円

４億円以上かつ10人以上

10
100

１億円

※増設分は、誘致企業及び地域経済牽引事業計

画の承認を受けた県内企業が対象で１企業１

回限り

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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※本社機能移転分は、補助要件を１億円以上か

つ２人以上に緩和し、全ての補助率に ５
100 上

乗せする

※補助率及び補助限度額は、立地地区、業種、

補助対象経費等により異なる場合もある

ＩＴ・コンタクト

センター関連産業

立地促進費補助

142,396

債務負担

行為設定

額

227,500

ＩＴ・コンタクトセンター関連産業の誘致を

促進するためのコンタクトセンター等を設置す

る企業に対する補助

◦コンタクトセンター関連産業分

補助金交付先 コンタクトセンターを

設置する企業で県内か

らの常用雇用者数が５

名以上の企業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

施 設 改 修 費 １
４

◦情報システム・クリエイティブ関連産業分

補助金交付先 オフィスを設置する企

業で県内からの常用雇

用者数が３名以上の企

業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
２

雇 用 奨 励 費 定額（常用雇用者数

３名以上の企業で地

元雇用１人につき30

万円）

データセンター立

地促進費補助

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

100,000

本県へのデータセンターの立地を促進するた

めのデータセンターを設置する企業に対する補

助

補助金交付先 データセンターを設置す

る企業で県内からの常用

雇用者数が５名以上の企

業

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

人 材 育 成 費 １
２（常用雇用者数５名

以上の企業で地元雇用

１人につき30万円を限

度）

誘致企業本社機能

移転促進費補助

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

30,000

本社機能の移転に伴う人材確保や従業員等の

転入に要する経費に対する補助

◦雇用奨励費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加した企業

補 助 率 定額（地元雇用１人に

つき50万円）

補 助 限 度 額 15,000

◦転入経費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加又は県内に

２世帯以上転入した企

業

補 助 率 １
２（１世帯につき50万

円を限度）

補 助 限 度 額 15,000

むつ小川原開発地

区企業立地促進費

補助

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

55,000

むつ小川原開発地区における企業立地の促進

を図るための同地区に立地する企業に対する補

助

補助金交付額 2,500円／㎡（ほかに国

同額）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企業立地を支える

「人財力」強化事

業費 （新規）

17,473 県内への企業誘致及び既立地企業の事業拡大

を図るため、ものづくり企業における計画的な

人材育成・能力開発を促進するとともに、食関

連産業のブランディングや加工機械のメンテナ

ンスを担う人材の育成、コンタクトセンターの

就業体験セミナー等を行うのに要する経費

誘致企業人財確保

促進事業費（新規）

8,292 誘致企業の新規立地及び既立地企業の定着や

事業拡大を図るため、教員と保護者を対象とし

た誘致企業見学ツアーや誘致企業ＰＲ冊子等に

よる企業情報の提供等を行うのに要する経費

青森ライフイノベー

ション戦略セカン

ドステージ推進加

速化事業費

50,848 本県の優位性を活かしたライフ（医療・健康･

福祉）関連産業の創出と集積による地域経済の

成長促進を加速化させるため、「青森ライフイ

ノベーション戦略セカンドステージ」に基づき、

コメディカルの視点を踏まえた医療福祉機器の

研究開発支援や人材育成、地域資源を活かした

新たなヘルスケアサービスの創出、ライフ系プ

ロダクトの海外展開支援、健康・美容分野にお

ける商品開発支援、プロテオグリカンの認知度

向上等の取組みを行うのに要する経費

◦医工連携推進事業費 14,176

・医工連携推進事業費補助 3,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 11,176

◦ヘルスケアサービス創出事業費 21,300

◦ライフ系プロダクト産業活性化支援事業費

14,491

・ライフ系プロダクト海外展開促進事業費

補助 3,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 11,491

◦ライフ関連産業基盤整備対策事業費 881

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ＱＯＬ向上に向け

た生活交通ＭａａＳ

モデル構築事業費

（新規）

11,715 生活交通が不便な地域における移動の容易化･

効率化により、生活の質の向上や関連事業者の

事業機会の創出を図るため、ＭａａＳ（ＩＴを

有効活用した交通サービス）の考え方を活用し

た移動支援モデルの構築に向けた研究会等を開

催するのに要する経費

あおもりイノベー

ション事業化促進

事業費

15,346 ものづくり企業における新たなイノベーショ

ンの創出を図るため、県内企業の独自の技術や

ノウハウの首都圏展示会等でのＰＲ、競争的研

究資金の獲得に向けたコーディネーターの設置、

認定支援機関向けのスキルアップセミナーの開

催等を行うのに要する経費

ＡＩ・ＩｏＴ関連

産業創出事業費

13,263 県内企業におけるＡＩ・ＩｏＴの活用を促進

し、新たなビジネスの創出を図るため、ＡＩを

活用したビジネス事例の普及、ＩｏＴ推進ラボ

の運営、農林水産分野や観光分野におけるＩｏ

Ｔを活用したビジネスの実証、人材発掘・育成

のための研修会の開催等を行うのに要する経費

第四次産業革命を

担うＩＴ人財確保

事業費 （新規）

5,486 県内ＩＴ産業における人材の確保・定着を図

るため、県内ＩＴ企業による高校生向け出前授

業を実施するとともに、首都圏に在住するＩＴ

人材を対象としたＵＩＪターンマッチング交流

会や県内ＩＴ人材を対象とした交流会を開催す

るのに要する経費

あおもり超スマー

ト社会形成推進事

業費 （新規）

15,315 ＩＴを活用したビジネスの創出や地域課題の

解決を図るため、５Ｇを活用した社会課題解決

型ビジネスの実証や、シェアリングエコノミー

の考え方を活用した労働力不足対策の実証を行

うのに要する経費

知財経営次世代企

業育成事業費

（新規）

6,275 知的財産による新産業の創出と県内産業の活

性化を図るため、専門家チームによる県内企業

が有する技術の権利化に向けた磨き上げや知的

財産戦略の策定支援等を行うとともに、新事業

創出・販路拡大に向けた知的財産マッチングを

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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台湾連携ものづく

り・新ビジネス創

出事業費（新規）

11,185 県内中小企業の海外ビジネスの拡大を図るた

め、台湾企業との交流会や技術連携に向けた調

査及びマッチングを行うとともに、商品企画支

援ツールを活用した台湾向け商品開発の支援等

を行うのに要する経費

新産業海外展開推

進事業費

11,169 県内企業の海外をターゲットとしたビジネス

展開を促進し、海外取引の拡大を図るため、台

湾におけるプロテオグリカンの認知度向上や現

地商談のマッチング支援、海外展開における知

的財産の活用方法の普及等を行うのに要する経

費

選ばれる県内企業

魅力発信事業費

15,621 県立工業高校生をはじめとした新規学卒者の

県内就職を促進するため、高校生、大学生、保

護者等に県内就職に関する情報を強力に発信す

るとともに、県内企業の人材確保力強化に向け

たセミナーの開催や小学生への県内企業の魅力

の発信等を行うのに要する経費

◦ジョブキッズあおもりコンソーシアム負担

金 2,000

負担金交付先 ジョブキッズあおもり

コンソーシアム

◦県推進事業費 13,621

ＵＩＪターン就職

対策関連経費

141,747

⑴ あおもり移

住支援事業費

117,514 東京圏からのＵＩＪターンによる中小企業の

人材確保と起業の促進を図るため、市町村が行

う移住支援事業及び民間団体等が行う起業支援

事業の支援等を行うのに要する経費

◦移住支援事業費 105,526

・移住支援事業費補助 99,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して中小企業等に

就職した者

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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支 援 金 額 １世帯につき100万

円（単身世帯の場合

60万円）

・移住支援事業事務費補助 1,890

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

・県推進事業費 4,636

◦起業支援事業費 11,988

・起業支援事業費補助 10,000

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して起業した者

支 援 金 額 200万円以内（起業

に要する経費の１
２以

内）

・起業支援事業事務費補助 1,988

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

⑵ 攻めのＵＩ

Ｊターン就職

推進事業費

19,571 本県出身大学生等の県内企業への就職を促進

するため、企業合同ＰＲ会の開催や移住・就職

情報サイトによる県内企業の情報発信を行うと

ともに、県内企業におけるインターンシップの

受入体制の構築等を行うのに要する経費

⑶ ＵＩＪター

ン人材誘致促

進事業費

4,662 首都圏等に在住する本県出身者等の県内企業

への就職を促進するため、東京事務所内に「あ

おもりＵＩＪターン就職支援センター」を設置

し、就職支援相談等を実施するのに要する経費

若年者雇用対策関

連経費

140,564

⑴ ジョブカフェ

あおもり運営･

推進事業費

93,177 若年者の雇用拡大・維持を図るため、職業に

関する情報提供、キャリアカウンセリング、セ

ミナー等「ジョブカフェあおもり」における若

年者に対する総合的な就職支援サービスの提供

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 戦略的リク

ルーティング

推進事業費

（新規）

47,387 学生等の県内就職を促進するため、学生等と

県内企業が懇談する場の設定、インターンシッ

プ拡大に向けたマッチング会や企業向けの研修、

合同企業説明会の開催、「ふるさとあおもり応

援大使（仮称）」による地域や企業の魅力の発

信、若者目線による企業の採用力育成等を行う

のに要する経費

中高年就職支援事

業費

8,187 中高年齢者の早期再就職を促進するため、

「ネクストキャリアセンターあおもり」を運営

し、関係機関と連携したキャリアカウンセリン

グ等を行うとともに、再就職支援セミナーや合

同企業説明会を開催するのに要する経費

障害者雇用対策関

連経費

39,076

⑴ 障害者雇用

促進加速化事

業費

8,494 障害者の雇用を促進するため、事業主向けの

障害者雇用優良事業所見学・意見交換、業務内

容を視覚化した作業手順書の作成支援、障害者

の雇用につなげるための訓練手当の支給、短期

職場実習等を行うのに要する経費

⑵ 障害者の多

様なニーズに

対応した委託

訓練事業費

30,582 障害者の職業訓練受講機会を拡大し、雇用促

進を図るため、民間教育機関等を活用した多様

な職業訓練を実施するのに要する経費

次世代「あおもり

なでしこ」還流・

就業促進事業費

4,832 女子学生・若手女子社員の県内就職・定着を

促進するため、県内企業で活躍する女性社員等

との交流会や女子学生のための企業見学会等を

行うのに要する経費

就職氷河期世代等

活躍支援事業費

（新規）

35,000 就職氷河期世代等の安定的で質の高い雇用の

創出・拡大を図るため、求職者を対象とした講

習会や企業見学ツアー、県内企業に向けた正規

雇用化好事例の発信等を行うとともに、就職氷

河期世代への支援に取り組む市町村を支援する

のに要する経費

◦地域就職氷河期世代支援加速化事業費補助

15,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国３

４）

◦県推進事業費 20,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり人財確保･

就職支援事業費

（新規）

52,245 求職者支援と県内企業が抱える人材確保に関

する課題にワンストップで対応する「あおもり

人財確保支援センター（仮称）」を設置すると

ともに、潜在的な労働力の確保に向けた取組み

を展開するのに要する経費

⑴ 人財確保支

援事業費

16,310 県内企業の人材確保力の向上を図るため、人

材確保に関する相談窓口を設置するとともに、

専門家等による伴走型支援や企業の人材確保を

支援する人材の育成等を実施するのに要する経

費

⑵ 潜在的労働

力活躍推進事

業費

16,838 多様な人材の活躍と労働力の確保を図るため、

高齢者雇用相談窓口の設置や企業へのアドバイ

ザー派遣を行うとともに、女性を対象とした再

就職支援セミナーや合同企業説明会の開催等を

行うのに要する経費

⑶ プロフェッ

ショナル人材

誘致促進事業

費

19,097 地域経済及び県内企業の活性化を図るため、

企業の経営革新の実現を促すプロフェッショナ

ル人材戦略拠点を設置・運営するとともに、大

都市圏等に在住するプロフェッショナル人材の

雇用を支援するのに要する経費

◦プロフェッショナル人材誘致促進事業費補

助 3,500

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 15,597

離職者等再就職訓

練事業費

718,113 離職者等の円滑な労働移動の支援、雇用の安

定確保を図るための民間教育機関等を活用した

職業能力習得機会の提供に要する経費

農林水産部 魅力が伝わる農林

水産業の情報発信

事業費

3,791 本県農林水産業・農山漁村のイメージアップ

を図るため、民間団体等との連携によりその魅

力を効果的に情報発信するのに要する経費

互いに学び支える

水循環システム保

全事業費（新規）

4,807 安全・安心な農林水産物の生産の基礎となる

水資源を保全・継承するため、小学生の水循環

に係る学習機会を地域で提供する取組みの定着

を進めるとともに、生産者等が水資源保全活動

に取り組む気運を醸成するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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労働力不足に対応

した先端農業技術

導入推進事業費

4,130 先端農業技術の導入を促進し、農業の労働力

不足に対応するため、企業・生産者等を対象と

した検討会・展示会を開催するとともに、新た

な技術・機械の有効性を実証するのに要する経

費

地域共生社会を支

える農山漁村女性

活躍モデル事業費

（新規）

6,658 誰もが住みよい農山漁村づくりを進めるため、

農山漁村において他分野と連携した地域活動を

展開できる女性人材の育成や地域活動のモデル

実証を行うのに要する経費

地域がつながる農

福連携促進事業費

（新規）

4,000 農業分野における障害者就労の拡大と定着を

図るため、農業側と福祉側双方に農業ジョブト

レーナーを育成するとともに、農福連携の地域

段階のワンストップ窓口の構築等を行うのに要

する経費

畜産研究所施設整

備事業費（新規）

16,422 老朽化した（地独）青森県産業技術センター畜産

研究所の改築に係る基本設計等に要する経費

試験船なつどまり

代船建造事業費

（新規）

5,879 老朽化した（地独）青森県産業技術センター水産

総合研究所試験船「なつどまり」の代船建造に

係る設計に要する経費

青森県産品戦略的

販売促進事業費

60,067

⑴ ブランド産

品認知度向上

推進事業費

2,348 県産品の知名度向上と販売促進を図るため、

首都圏メディアやバイヤーへの情報発信や多面

的なＰＲ活動を行うのに要する経費

⑵ トップブラ

ンド商品創出

事業費

3,580 県産品のブランド力向上を図るため、商品開

発や販路開拓に意欲的な事業者に対して専門家

による助言等を行うのに要する経費

⑶ 品目けん引

型県産品ブラ

ンド力強化事

業費（新規）

6,114 県産品のブランド化を推進するため、県産新

品種の「新サーモン」及び「アラゲキクラゲ」

のデビューに向けた認知度向上に取り組むとと

もに、新技術の活用により付加価値向上が期待

される県産品のブランド化の方向性の検証等を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 販売先との

つながりを生

かした成長分

野への販路開

拓事業費

（新規）

31,065 県産品の販路と取引量の更なる拡大を図るた

め、大手量販店等とのネットワークを活用した

販売促進活動を展開するとともに、ＥＣ市場へ

の参入やインターネットを活用した県産品のＰ

Ｒに係る調査・実証等を行うのに要する経費

⑸ 西日本エリ

アでの販路開

拓強化事業費

（新規）

16,960 県産品の西日本における販路と取引量の拡大

を図るため、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」や西日本

の商社を活用したセールス・マッチング活動を

展開するとともに、輸送コストの低減に向けた

物流モデルの検証を行うのに要する経費

あおもり産品消費

宣伝対策強化促進

事業費

61,146 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上、

消費拡大を図るため、関係団体が実施する消費

宣伝活動及び関係団体が連携して実施する総合

的な県産品の消費宣伝活動を支援するのに要す

る経費

◦あおもり産品消費宣伝対策強化促進事業費

補助 61,000

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

◦県推進事務費 146

「青森の食」情報

発信推進事業費

22,070 本県の食の魅力を県内外において強力に発信

するためのＪＲ東日本等と連携した情報発信、

「あおもり食のエリア」の充実、首都圏飲食店

等への情報発信等に要する経費

◦民間企業等との協働による情報発信事業費

12,219

◦「あおもり食のエリア」地域振興事業費

2,753

◦販路開拓・拡大情報提供活動事業費 7,098

あおもり米「青天

の霹靂」ブランド

強化推進事業費

50,942 「青天の霹靂」のブランド強化のため、マス

メディア、ウェブサイト、ＳＮＳ等による情報

発信、首都圏等でのプロモーション活動等を展

開するとともに、県産米需要拡大推進本部が行

う宣伝対策を支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦「青天の霹靂」ブランド強化推進事業費補

助 20,000

補助金交付先 県産米需要拡大推進本

部

補 助 率 １
３

◦県推進事業費 30,942

酒造好適米「吟烏

帽子」ブランド化

推進事業費

4,297 「吟烏帽子」とその清酒のブランド化を図る

ため、日本酒に造詣が深い著名人等の産地招請

や鑑評会、雑誌やイベント等でのＰＲを行うと

ともに、ブランドの基礎となる高品質栽培のた

めのマニュアルを作成するのに要する経費

おうとう「ジュノ

ハート」ブランド

化戦略推進事業費

22,213 「ジュノハート」のブランド確立に向け、首

都圏等における全国デビューイベントの展開や

高品質安定生産技術の開発・普及等の生産と販

売が一体となったブランド化戦略を推進するの

に要する経費

あおもりＫＡＷＡ

ＩＩギフト創出事

業費

10,120 女性をターゲットに県産品の販売を拡大する

ため、県内の女性で構成する「あおもり食ジェ

ニック女子会」によるＳＮＳ等での情報発信・

ＰＲ活動、「あおもりＫＡＷＡＩＩギフト」の

認定とカタログギフトの作成等を行うとともに、

「ジュノハート」と有名ブランドとのコラボ商

品によるＰＲ活動等を行うのに要する経費

「あおもり食のエ

リア」活用による

地産地消推進事業

費

2,209 本県食材を利用した魅力ある郷土料理等を活

用し、国内外からの誘客促進を図るため、ＪＲ

や旅行会社の旅行商品と連携したＰＲキャンペー

ン等を行うのに要する経費

みんなで実践「だ

し活」加速化事業

費 （新規）

16,218 県産だし等を活用した減塩活動「だし活」を

県民に実践させ、県産品の消費拡大につなげる

ため、「だし活応援大使」を任命し、マスメディ

ア等を活用した「だし活」と県産品の一体的な

ＰＲを実施するとともに、乳幼児期からの減塩

活動の普及啓発や企業による県産減塩食品の開

発促進等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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産直と高齢農家を

つなぐ「食の輪」

づくり推進事業費

（新規）

2,728 高齢農家が地域で暮らし続けられる仕組みを

構築するため、産直が市町村や地域バス等と連

携して高齢者向けの農作物集荷と商品配達を実

証するのに要する経費

あおもり食産業関

連事業費

140,327

⑴ あおもり食

品産業強化サ

ポート事業費

4,803 ６次産業化の取組拡大と本県食品産業の充実

強化を図るため、市町村との連携によるセミナー、

アドバイザー等による指導助言、新商品商談会、

食産業支援サイトの運営等を行うとともに、農

林漁業者が「地域の６次産業化」に取り組む際

の初期経費等に対して支援するのに要する経費

◦「地域の６次産業化」スタートアップ支援

事業費補助 800

補助金交付先 農林漁業者

補 助 率 １
４（市町村が６次産業

化推進方針を策定の場

合１
３）

補 助 限 度 額 200

◦県推進事業費 4,003

⑵ ６次産業化

ネットワーク

活動事業費

122,197 農林漁業者と地域の様々な事業者等が連携し

て取り組む６次産業化を推進するため、サポー

トセンターを設置・運営するとともに、加工・

販売施設の整備等に対して支援するのに要する

経費

◦６次産業化ネットワーク活動支援体制整備

事業費 17,130

◦６次産業化施設整備事業費補助 105,067

補助金交付先 農林漁業の生産法人等

補 助 率 １
２（国１

２）

⑶ 「業務用食

品」提案型セー

ルス活動推進

事業費

8,041 業務用食品の取引拡大を図るため、県外業者

のニーズを調査し、県内食品加工業者とのマッ

チングを支援するとともに、商談会への出展支

援やセミナーを行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 時短・簡便

で稼ぐ食品産

業育成事業費

（新規）

5,286 県内食品加工業者による時短・簡便な加工食

品分野への進出を促進するため、食品加工の技

術向上や技術マッチング等による新商品開発モ

デルの構築等を行うのに要する経費

県産品アンテナ

ショップ調査等事

業費 （新規）

6,930 東京アンテナショップの首都圏における県産

品のセールス・情報発信機能のあり方等を検討

するための調査に要する経費

食育関連事業費 22,648

⑴ あおもりの

「食」を育む

食育県民運動

推進事業費

6,579 食育推進計画と民間による食育啓発活動を推

進するため、食育指導者研修会等による担い手

の育成と食育サポーター等による地域や世代ご

との課題に応じた食育活動を促進するとともに、

地域の関係者が連携して取り組む食育活動に対

して支援するのに要する経費

◦食育県民運動推進事業費補助 1,423

補助金交付先 市町村、民間団体等

補 助 率 １
２（国１

２）

◦県推進事業費 5,156

⑵ みんながつ

ながる食育推

進事業費

10,551 県民の食育実践を促すため、農業高校生が幼

児・児童に教える食農体験、自炊できる若者を

育成するための講義、企業等での研修会、食育

推進大会等を開催するとともに、地域コミュニ

ティにおいて「共食」の機会を提供する「みん

なの食堂」をモデル的に運営するのに要する経

費

⑶ 青森りんご

で健康応援プ

ロジェクト事

業費（新規）

5,518 県民の健康づくりと青森りんごの消費拡大を

図るため、「青森りんごで健康応援隊」による

りんご食育活動を展開するとともに、若い親世

代をターゲットとしたりんご食習慣づくりの働

きかけを強化するのに要する経費

土づくりを基本と

した持続可能な農

業拡大事業費

4,512 安全・安心な農産物の安定的な生産・供給に

向けて、土壌センサーを活用した施肥管理によ

る収量・品質向上の実証・普及を行うとともに、

環境にやさしい農業の普及・定着のため、新規

就農者等を対象とするエコ農業チャレンジ塾、

エコ農産物の販路拡大のためのＰＲ等を行うの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ＪＡによる農業経

営等実践促進事業

費

1,757 農業・農村の持続的発展を図るため、農協が

農業者の農業経営を補完する体制づくりを支援

するとともに、地域貢献の取組実践に向けた研

修会及びモデル地区における調査・検討を行う

のに要する経費

◦農協農業経営等実践促進事業費補助 730

補助金交付先 県農業協同組合中央会

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 1,027

農業人材力強化総

合支援事業費

878,746 農業の担い手となる新規就農者を確保するた

め、就農前の研修期間及び経営が不安定な就農

直後の所得を確保する資金を交付するのに要す

る経費

◦農業次世代人材投資事業費補助 864,395

補助金交付先 （公社）あおもり農林業支

援センター、市町村

補 助 率 10
10

交 付 対 象 者

準 備 型 営農大学校生、先進農

家での研修者等

経営開始型 市町村の人・農地プラ

ンに位置付けられてい

る独立・自営農業者

交 付 限 度 額 １年につき150万円

交 付 期 間 準備型は２年以内、経

営開始型は５年以内

◦農業人材力強化総合支援事業事務費補助

7,737

◦農業人材力強化総合支援事業市町村活動費

補助 4,627

◦県推進事務費 1,987

青森県型地域共生

社会の実現に向け

た地域経営推進事

業費

70,877 青森県型地域共生社会の実現に向け、農業・

農村の持続的発展を図るため、地域経営体によ

る経営発展や地域貢献の取組みを支援するとと

もに、関係機関が一体となった人材育成や農業

経営の法人化推進等に取り組むのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦地域貢献型地域経営拠点づくり事業費補助

50,000

・地域貢献型マネジメント分

補助金交付先 地域担い手育成総合

支援協議会等

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 2,000

・地域貢献型経営体レベルアップ分

補助金交付先 地域経営体

補 助 率

ソフト事業 定額

ハード事業 １
２

補 助 限 度 額

通常分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸又は地域貢献軸のいず

れかが向上すると見込まれる場合）

ソフト事業 1,000

ハード事業 1,500

特認分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸及び地域貢献軸のいず

れも向上すると見込まれる場合）

ソフト事業 2,000

ハード事業 2,500

◦地域貢献型地域経営拠点づくり支援事業費

4,929

◦農業経営者サポート事業費 13,276

・農業経営法人化支援総合事業費補助

12,625

補助金交付先 （公社）あおもり農林業

支援センター

補 助 率 定額（国10
10）

・県推進事業費 651

◦若手農業トップランナー強化支援事業費

2,672

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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多様な農業労働力

確保サポート事業

費 （新規）

11,606 農業における多様な労働力の安定的な確保を

図るため、農業未経験者向けの農作業研修や援

農の掘り起こしを行うとともに、農業法人によ

る常用雇用の拡大に向けた調査・検討等を行う

のに要する経費

未来の農業を支え

る人財確保推進事

業費 （新規）

6,118 若者の就農や営農大学校への進学を促進する

ため、若手農業者による出前講座、ＷＥＢ広告

等による営農大学校の魅力発信、合同企業説明

会による若者と農業法人のマッチング等を行う

のに要する経費

あおもり型農泊確

立推進事業費

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

15,715 国内外からの農山漁村滞在型旅行の拡大を図

るため、旅行客のニーズに対応した新たな旅行

商品を造成し、受入体制を構築するとともに、

教育旅行における周年体験メニューの拡充や国

内外へのプロモーション等を行うのに要する経

費

農地中間管理機構

関連事業費

487,376

債務負担

行為設定

額

339,947

農業経営の規模拡大や農地の集約化による農

地利用の効率化・高度化を図るため、農地中間

管理機構が行う事業に対する支援等に要する経

費

⑴ 農地中間管

理機構事業費

202,031

債務負担

行為設定

額

339,947

農地中間管理機構が農地を借り受け、集約化

したうえで意欲ある担い手に貸し付ける事業等

に対して支援するのに要する経費

◦農地中間管理機構事業費補助 198,944

補助金交付先 農地中間管理機構

補 助 率 定額

補助対象経費 借受農地に係る賃料、

機構活動費、機構職員

人件費等

◦県推進事業費 3,087

⑵ 機構集積協

力金交付事業

費

285,152 農地中間管理機構を活用して農地を貸し付け

た離農者等に対する協力金の交付に要する経費

◦経営転換協力交付金 139,824

交付対象者 離農者等

交付限度額 50万円／戸

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦地域集積協力交付金 143,330

交 付 対 象 農地の一定割合以上が農

地中間管理機構に貸し付

けられている地域

交付限度額 28,000円／10ａ

◦農地集積推進事業費補助 1,540

※交付金及び補助金交付先は市町村

◦県推進事業費 458

⑶ 農地集積・

集約化対策基

金積立金

193 農地中間管理機構事業及び機構集積協力金交

付事業を実施するための農地集積・集約化対策

基金の積立てに要する経費

営農大学校施設整

備事業費

384,346 老朽化が進行している営農大学校施設の長寿

命化のための整備等に要する経費

継続費設定分 354,515

全 体 計 画 令和元年度～令和３年度

全体事業費 648,485

単年度事業分 29,831

農機具倉庫新築等実施設計

ＩＣＴによる「あ

おもり米」生産技

術革新事業費

（新規）

18,902 県産米全体の評価と収益性の向上を図るため、

ＩＣＴ等の活用による「青天の霹靂」の生産体

制強化、「まっしぐら」等の品質・食味の高位

平準化、高温時の初期生育確保対策、「つがる

ロマン」を超える新品種の選定に向けた実証・

調査を行うのに要する経費

青森にんにくブラ

ンド産地強化事業

費 （新規）

8,655 青森にんにくのブランド産地としての地位を

より強固にするため、新品種の早期導入に向け

た実証・評価、生産者への優良種苗増殖技術及

びイモグサレセンチュウの被害防止対策技術の

普及、ドローンによる省力防除技術の実用化試

験等を行うのに要する経費

水田を活用した加

工・業務用野菜産

地育成事業費

（新規）

4,559 水田を活用した加工・業務用野菜の生産振興

を図るため、モデル産地の育成や最先端の省力･

安定生産技術の実証・普及等を行うのに要する

経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりながいも

産地力強化推進事

業費

5,903 ながいもの生産性向上のため、優良種苗生産

技術や単収向上技術の普及、労働力不足に対応

した最先端機械による省力技術の実証、「なが

いもの達人」等による若手生産者の育成等を行

うのに要する経費

農林水産業関連施

設整備事業費補助

923,233 生産から流通までの共同利用施設や農林水産

業関連機械の整備に要する経費に対する補助

◦６次産業化施設整備事業費補助（再掲）

105,067

補助率 １
２（国１

２）

◦農業生産総合対策事業費補助 650,000

補助率 １
２（国１

２）

◦林業・木材産業等振興施設整備事業費補助

74,200

補助率 １
２（国１

２）、１
３（国１

３）

◦間伐等森林整備促進対策事業費補助 25,849

補助率 １
３（国１

３）、定額（国定額）

◦水産業強化支援事業費補助 68,117

補助率 １
２（国１

２）、４
10（国４

10）

※補助金交付先は市町村等、事業実施主体は

市町村、農協、営農集団等

産地パワーアップ

事業費補助

79,362 水田、畑作、野菜、果樹等について、地域の

営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」

に基づき、農業者等が高収益な作物・栽培体系

への転換を図るための取組みに要する経費に対

する補助

補助金交付先 市町村等

事業実施主体 農業者、農業者団体等

補 助 率

整 備 事 業 １
２

生産支援事業 １
２、定額

効果増進事業 定額

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県りんご緊急

需給調整対策事業

費補助 （新規）

38,500 12月末のりんごの在庫量が一定基準を上回っ

た場合等に、２月から３月の期間におけるりん

ごの価格浮揚を図るための青森県りんご緊急需

給調整対策事業の実施に要する基金の造成に要

する経費に対する補助

補助金交付先 （公社）県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％（ほかに市町村15％、

商協連・全農県本部50％）

りんご黒星病発生

防止総合対策推進

事業費

12,215 「青森県りんご黒星病発生防止総合対策」に

基づき、農協や研究機関等と連携して発生予察

と防除技術の確立、効果的な薬剤散布方法の普

及、防除指導の強化、放任園・管理粗放園にお

ける伐採等に対する支援等を行うのに要する経

費

◦りんご黒星病発生防止対策事業費 8,731

・りんご黒星病発生防止対策事業費補助

2,469

補助金交付先 市町村、農協

補 助 率 １
２

・県推進事業費 6,262

◦りんご黒星病徹底防除推進事業費 1,492

◦果樹放任園発生防止等対策事業費補助

1,992

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

青森りんご生産効

率化推進事業費

（新規）

5,320 りんご生産の効率化と収益性の向上を図るた

め、県内の生産現場の実態や新たな栽培技術を

踏まえた取組方針を策定するとともに、方針に

基づいた栽培技術等の普及活動を展開するのに

要する経費

りんご産地を協働

で支える「加工専

用園」体制構築事

業費

6,288 生産者の高齢化と増加する加工用りんごの需

要に対応するため、生産者組織等と実需者との

マッチング、加工専用園の導入に向けた生産者

への情報提供、通常の栽培管理が困難な園地周

辺の生産者組織による加工専用園の協働運営モ

デルの実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり酪農コン

トラクター育成事

業費

3,421 酪農家の労働負担軽減と飼料増産による酪農

経営の安定化を図るため、酪農家の出役のない

独立した飼料生産受託組織を育成するとともに、

新技術の導入による飼料増産効果の実証等を行

うのに要する経費

酪農・肉用牛の次

世代担い手確保・

育成事業費（新規）

3,414 酪農・肉用牛経営の担い手を確保するため、

若い世代やＵＩＪターン希望者に本県の畜産業

の魅力をＰＲするとともに、若手後継者と新規

就農者等のネットワークの構築や技術・経営両

面のスキルアップに向けた研修会等を行うのに

要する経費

全国和牛能力共進

会鹿児島大会対策

推進事業費（新規）

12,667 令和４年に鹿児島県で開催される全国和牛能

力共進会での上位入賞を目指し、出品候補牛の

確実な確保や遠距離輸送対策等に取り組むとと

もに、脂肪の質を高める肥育技術の確立に向け

た取組みに対する支援等を行うのに要する経費

◦優良出品候補牛確保対策事業費補助 1,600

補助金交付先 和牛改良組合

補 助 率 定額

◦県推進事業費 11,067

あおもり和牛ブラ

ンド確立推進事業

費 （新規）

3,699 「あおもり和牛」のブランド確立を図るため、

ブランドのＰＲや出荷等を行う体制を構築する

とともに、県産黒毛和種の高品質化と生産拡大

に向けた飼養管理技術の指針作成や高度な肥育

技術の伝承を行うのに要する経費

畜産経営の競争力

アップ事業費

（新規）

3,543 畜産経営の収益性向上と競争力強化を図るた

め、ベンチマーキングシステムを活用した経営

改善手法の実証等を行うとともに、農場ＨＡＣ

ＣＰ及びＪＧＡＰ家畜・畜産物の認証取得の指

導体制の強化等を行うのに要する経費

あおもり食産業を

守る獣医師確保・

育成対策事業費

12,309 県の獣医師職員不足に対処するため、修学資

金の給付、獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流、県獣医師職員を対象とした技能

向上研修の充実等の総合的な獣医師確保対策に

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

9,155

・通常分

給 付 対 象 者 獣医系大学に在籍す

る４年生以上の学生

給付対象人員 ３人

・地域枠入試分

給 付 対 象 者 県内高校出身者で獣

医系私立５大学に地

域枠入試で合格した

者

給付対象人員 ７人

※負担金交付先は（一社）県畜産協会等、負担

率は１
２

◦県推進事業費 3,154

青い森の林業魅力

発信事業費（新規）

3,473 新規林業就業者を確保するため、本県林業の

魅力を伝えるコンテンツを整備するとともに、

市町村や林業事業体と連携したＰＲ等を行うの

に要する経費

青い森林業アカデ

ミー開設準備事業

費 （新規）

32,522 未来の林業を担う若者や多様な人材を安定的

に育成・確保するため、令和３年度から実施す

る林業の基礎的な知識や技術を身につける就業

前研修に向けて、カリキュラム作成や受講者募

集等を行うのに要する経費

森林経営管理制度

推進事業費（新規）

13,009 森林経営管理制度を推進するため、制度の運

用主体となる市町村への技術的支援や課題検討

を行うのに要する経費

「あおもりの木」

利用拡大推進事業

費

5,287 県内外における県産材の利用拡大を図るため、

県民に県産材住宅の魅力を伝えるセミナー、バ

スツアー等を開催するとともに、県外の大手建

材商社等への販売促進活動及び県外の展示会で

のＰＲを行うのに要する経費

県産きのこ原木供

給体制整備事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,864 県産きのこ原木の安定供給を図るため、森林

所有者等に対するきのこ原木林への転換に向け

た研修会等を開催するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県産あらげきくら

げ普及事業費

1,883 県内きのこ生産者の夏季における収益力の向

上を図るため、夏季においても需要が見込まれ

るあらげきくらげの新品種を生産者へ普及し、

販売方法を検討するのに要する経費

松くい虫・ナラ枯

れ被害対策関連経

費

112,609 松くい虫及びナラ枯れ被害の拡大防止のため、

被害木の早期発見・早期駆除を徹底するととも

に、監視体制を強化するのに要する経費

◦松くい虫被害予防総合対策事業費 18,745

◦西津軽地域松くい虫被害緊急対策事業費

47,752

◦県南地域松くい虫被害緊急対策事業費

31,880

◦ナラ枯れ被害防止対策事業費 14,232

再造林の促進に向

けた先導的林業事

業体育成事業費

2,008 持続可能な森林資源の造成に向け、伐採と再

造林を一体的に行う林業事業体の育成を図るた

め、再造林の提案活動方法の地域への普及や課

題検討等を行うのに要する経費

スマート林業導入

推進検討事業費

（新規）

2,028 森林調査の高度化・効率化に向け、地域の実

態を踏まえた森林調査技術の導入方法を検討す

るとともに、ドローン等の先端技術を活用した

スマート林業の技術研修を行うのに要する経費

県民環境林管理・

経営事業費

203,040 平成25年４月に㈳青い森農林振興公社から県

に移管した分収林の管理･経営に要する経費

水田地域基盤整備

低コストモデル作

成事業費

4,011 水田地域における高収益作物への転換を促進

し、稲作農家の経営安定を図るため、高収益作

物の生産に適した低コストな基盤整備のモデル

を作成・普及するのに要する経費

スマート農業に対

応した基盤整備促

進事業費（新規）

3,965 水田地域におけるスマート農業機械の導入を

促進し、農作業の省力化を図るため、スマート

農業機械の効果を十分に発揮できる基盤整備方

法の検討・実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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中山間地域等直接

支払交付金交付事

業費

679,483 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機

能を確保するため、中山間地域等において農業

生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を

行う市町村に対する交付金の交付等に要する経

費

直接支払対象地域

国設定地域（地域振興５法指定地域）及

び県特認地域

対象農用地

急傾斜地、小区画・不整形な水田、緩傾

斜地等

◦中山間地域等直接支払交付金 657,484

交付金交付先 市町村

交付対象面積 9,799ha

負 担 割 合

国設定地域 国１
２、県１

４、市町村１
４

県特認地域 国１
３、県１

３、市町村１
３

◦市町村推進事務費補助 17,310

◦県推進事務費 4,689

小型いか釣り漁業

の経営安定推進事

業費 （新規）

1,945 小型いか釣り漁業の経営安定と効率的な操業

を図るため、漁業者の経営実態の把握や経営課

題への対応策の検討を行うとともに、「ＩＣＴ

スルメイカ漁獲情報管理システム」の機能改良

等を行うのに要する経費

「あおもりの肴」

消費拡大レベル

アップ事業費

4,150 県産水産物の知名度向上と消費拡大のため、

県内外の各種フェア等における県漁連と連携し

たＰＲ活動やＳＮＳを活用した情報発信に取り

組むとともに、各種広報媒体等を活用して、魚

介類と相性の良い県産品とを組み合わせたＰＲ

活動を展開するのに要する経費

あおもり漁業就業

者確保支援事業費

（新規）

2,893 漁業の担い手を確保するため、地域の漁業関

係者が自ら就業希望者への情報発信、漁業体験

教室、インターンシップ等を行う体制を構築す

るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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八戸漁業用海岸局

無線設備更新事業

費 （新規）

20,387 八戸漁業用海岸局の無線通信設備の更新に要

する経費に対して支援するのに要する経費

◦八戸漁業用海岸局無線設備更新事業費補助

20,037

補助金交付先 県無線利用漁業協同組

合

補 助 率 ５
６（国２

３、県１
６）

補助対象事業 無線機器及び回線シス

テム系統の実施設計

◦県推進事務費 350

「新サーモン」生

産体制強化事業費

（新規）

3,398 （地独）青森県産業技術センター内水面研究所が

開発した「新サーモン」の安定供給を図るた

め、生産者への生産技術の普及・指導や消費者

ニーズに合わせた生産・出荷体制の検討を行う

のに要する経費

陸奥湾ほたてがい

養殖効率化事業費

6,727 ほたてがいの安定生産体制を強化するため、

省力化に向けた協業化モデルを実証するととも

に、潮流等対策技術の確立に向けたデータ収集

やモニタリング等を行うのに要する経費

漁港海岸の陸閘管

理における防災対

策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

9,100 漁港海岸における陸閘の管理体制を強化する

ため、陸閘の構造、利用状況等の調査をもとに、

防災対策を優先した運用ルールを策定するとと

もに、地元町内会や利用者に利用方法を周知す

るのに要する経費

農林水産部

観光国際戦

略局

青森りんご輸出販

売力強化促進事業

費 （新規）

15,432 青森りんごの輸出拡大を図るため、台湾・香

港における新規需要の開拓及びカンボジア等の

新規市場における販売促進を行うとともに、良

食味・高品質な輸出りんごの供給体制と種苗の

海外流出防止体制の強化等を行うのに要する経

費

◦青森りんご輸出販売力強化促進事業費補助

3,000

補助金交付先 （一社）県りんご対策協議

会

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 率 １
３

補助対象事業 台湾における春節以降

の需要喚起やコンビニ

エンスストアとの連携

プロモーション、香港

における赤系品種認知

度向上キャンペーン等

の実施

◦青森りんご輸出販売力強化促進事業費

7,368

事 業 内 容 台湾におけるトップ

セールス、台湾定期便

との連携プロモーショ

ン及びカンボジア等に

おけるりんご・東アジ

アにおける特産果実の

試食求評会の実施

◦輸出りんご供給体制強化事業費 5,064

事 業 内 容 輸出りんご供給体制強

化検討会議、輸出先の

市場調査、輸入規制対

策研修会、青森りんご

品種海外保護侵害対策

検討会議等の実施

県土整備部 県費単独道路事業

費

9,261,579 橋梁補修対策費 444,446

市町村合併支援道路整備事業費 50,000

道路建設改良費 254,000

道路整備事業費 1,128,517

橋梁架替費 260,480

道路維持補修費 349,846

舗装道維持修繕費 3,350,490

道路災害防除費 680,000

建設機械整備費 254,725

道路環境美化対策費 90,208

道路交通安全対策費 682,000

防雪費 1,098,067

一般除雪費 570,000

東八甲田ルート除雪費 33,800

凍上対策費 15,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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下北地域広域避難

路確保対策事業費

1,799,000 災害時における下北地域の広域的な避難経路

の確保を図るため、関係者が一体となった検討･

調査や既存路の改良を行うのに要する経費

◦下北地域広域避難路基本調査費 20,000

◦下北地域広域避難路整備事業費（電源三法

交付金活用事業） 1,779,000

県費単独河川砂防

事業費

4,661,110 河川維持工事費 2,468,437

河川改良工事費 395,000

砂防維持工事費 160,000

砂防整備費 769,026

急傾斜地対策費 441,983

海岸維持工事費 426,664

県費単独港湾事業

費

680,298 港湾維持工事費 680,298

建設産業再生・活

性化関連事業費

18,641

⑴ 建設産業再

生・活性化促

進事業費

1,649 新分野進出連絡会議等による建設企業の新分

野進出支援及び本県建設産業における取組状況

等の現況調査等に要する経費

⑵ 建設業の未

来を担う人づ

くり推進事業

費

4,110 建設業の担い手を確保するため、テレビＣＭ

等の広報を実施するとともに、小・中学生を対

象とした親子土木施設見学バスツアー、公開講

座等のイベント、高校生と若手技術者との意見

交換会、建設業で働く先輩から中学生及び高校

生に対する講演会等を開催するのに要する経費

⑶ 女性が輝く

建設業推進事

業費

3,011 建設業への女性の入職及び定着を促進するた

め、建設業における女性活躍促進のためのフォー

ラム、女性活躍先進企業の取組事例の発信、県

内建設企業へのＵＩＪターン就職促進活動等を

実施するのに要する経費

⑷ 建設技能労

働者育成支援

事業費（新規）

4,758 建設業における技能労働者の育成を図るため、

経営者の意識啓発セミナーを実施するととも

に、指導者育成研修及び個別講習を実施するの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ あおもりＩ

ＣＴ施工推進

事業費（新規）

5,113 ＩＣＴ施工の導入による県内建設企業の生産

性向上を図るため、ＩＣＴ施工技術の講習会等

を実施するとともに、普及拡大のための活用セ

ミナー、個別相談会、現場見学会等を開催する

のに要する経費

防災公共推進関連

事業費

74,556 災害に対する危機管理体制の強化と県民の命

を守るための防災に関するインフラ整備の検討

に要する経費

⑴ 洪水浸水想

定区域策定事

業費

44,000 異常豪雨等に備え、市町村における水害ハザー

ドマップの作成及び地域住民の主体的な避難を

促進するため、ダム下流河川における浸水想定

図を策定するのに要する経費

⑵ 津波災害警

戒区域指定に

関する基礎調

査事業費

（東日本大震

災復興推進基

金活用事業）

30,556 津波による人的災害を防止するため、警戒避

難体制を特に整備すべき土地の区域を「津波災

害警戒区域」として指定するための基礎調査等

を実施するのに要する経費

「Ａｏｍｏｒｉイ

ンフラアカデミー」

推進事業費

5,505 土木系人材の確保を図るため、パートナーシッ

プ協定を締結した県内教育機関が出前授業等で

活用するインフラの価値を伝える教材の作成等

を行うのに要する経費

港湾計画調査費 12,008 青森港及び八戸港の港湾計画変更の検討を行

うための各種調査を実施するのに要する経費

青森港国際クルー

ズターミナル管理

運営費

19,395 青森港へのクルーズ船の寄港数及びクルーズ

船乗客の県内滞在時間の増加を図るためのクルー

ズターミナルの管理運営に要する経費

ロジスティクス活

性化事業費

58,648 「青森県ロジスティクス戦略２ｎｄステージ」

に基づく将来の北東アジアにおけるグローバル

物流拠点化を図るため、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」

の活用を引き続き促進するための取組みや、北

極海航路の寄港可能性に係る研究等を実施する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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八戸港県産品輸出

ルート開拓事業費

32,520 八戸港の新たなコンテナ定期航路の開設を促

進するため、海運会社が行う新規のコンテナ定

期航路の開設に対して支援するとともに、輸出

入を行う荷主企業に対する助成金の交付、ポー

トセールス等を行うのに要する経費

◦八戸港コンテナ定期航路開設促進事業費補

助 12,000

・東南アジア定期航路分

補 助 率 １年目１
４（ほかに八戸

市１
４）、２年目１

６（ほ

かに八戸市１
６）

補助限度額 １年目6,000、２年目4,000

・国際フィーダー航路分

補 助 率 １年目１
２、２年目１

３

補助限度額 １年目6,000、２年目4,000

◦八戸港コンテナ貨物利用促進事業費補助

19,000

補助率 ２
３（ほかに八戸市１

３）

◦八戸港コンテナ貨物利用促進ＰＲ事業費補

助 500

補助率 定額

※補助金交付先は八戸港国際物流拠点化推進

協議会

◦県推進事業費 1,020

青森港ユニット貨

物拠点化推進事業

費

3,914 青森港の物流・広域防災拠点としての機能確

保を図るため、輸送効率改善策の検討・検証を

実施するとともに、ポートセールスを行うのに

要する経費

子ども・大人が賑

わう青森ベイエリ

ア創造事業費

（新規）

5,669 青森ベイエリアの賑わい創出のため、海浜エ

リアにおける水生生物の定着方策の検討を実施

するとともに、民間事業者による海浜エリアの

有効活用策や管理手法の検討及び事業者選定を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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駐車場維持管理・

運営手法検討事業

費 （新規）

（駐車場事業特別

会計）

28,311 老朽化している県営駐車場及び県営柳町駐車

場における効率的な改修工事及び管理運営を図

るため、ＰＦＩを含めた管理運営手法の検討及

び事業者の募集等に要する経費

あおもり景観・観

光まちづくり推進

事業費

9,176 持続可能な観光地再生モデルを創出するため、

空き家・空き地を活用した景観実証及び計画の

策定を行うとともに、県内への普及･展開を図

るためのフォーラムを開催するのに要する経費

県営住宅費 1,383,057 建替 青 森 市 小 柳 団 地（75戸）

改善 青 森 市 浜 館 団 地（75戸）

弘 前 市 宮園第二団地（200戸）

五所川原市 広 田 団 地（48戸）

住宅耐震化推進事

業費

10,612 地震による建築物崩壊被害を防ぐため、市町

村が実施する昭和56年５月以前に建築された住

宅の耐震診断や耐震改修事業の支援等に要する

経費

◦住宅耐震診断推進費補助 3,400

補 助 率 １
４（ほかに国１

２、市町村

１
４）

◦住宅耐震改修促進支援事業費補助 4,389

補 助 率 5.75％（ほかに国11.5％、

市町村5.75％）

補助限度額 209

※補助金交付先は市町村

◦県推進事務費 2,823

ブロック塀等耐震

改修促進支援事業

費 （新規）

1,127 地震による危険ブロック塀等の倒壊被害を防

ぐため、市町村が実施する避難路及び通学路等

に面する危険ブロック塀等の除去、改修及び建

替に対する支援等に要する経費

◦ブロック塀等耐震改修促進支援事業費補助

990

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４（ほかに国１

２、市町

村１
４）

補 助 限 度 額 30

◦県推進事務費 137

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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リビングリテラシー

波及促進事業費

3,292 住宅や住まい方に対する県民の意識醸成を図

るため、業界団体と連携した出前授業、住教育

支援サイトの制作、住生活学習イベントの開催

等を行うのに要する経費

いのち守るリフォー

ム普及推進事業費

3,482 命を守るための簡易で費用負担の少ないリフォー

ムの普及促進を図るため、県内業界団体と連携

し、普及促進体制の構築に向けた検討会や事業

者及び消費者向けのセミナーを開催するのに要

する経費

被災者住宅再建支

援事業費補助

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,650 被災者の負担を軽減し、住宅再建の促進を図

るため、住宅再建を行う者が借り入れる資金等

の利払いに要する経費に対する補助

補 助 率 定額

補助限度額 ５年を限度とする利子相当

額（住宅を新築又は購入す

る場合は金利２％相当額、

補修する場合は１％相当額。

ただし、借入の際に既存の

住宅債務がある場合は別途

その債務の利子相当額を含

む）

県土整備部

教育委員会

新青森県総合運動

公園新水泳場等整

備運営事業費

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

16,657,906

ＰＦＩ手法に基づき、老朽化が著しい青森県

総合運動公園水泳場の新青森県総合運動公園へ

の移転整備を行うとともに、新青森県総合運動

公園全体及び青森県総合運動公園の野球場等を

維持管理・運営するのに要する経費

◦新水泳場整備事業分 6,331,923

全体計画 令和３年度～５年度

建築内容 鉄骨造・鉄筋コンクリート

造、屋内50mプール

延床面積 約8,100㎡

◦新水泳場等運営事業分 10,325,983

全体計画 令和５年度～20年度

管理運営対象範囲

新青森県総合運動公園

総合体育館、陸上競技場、水泳場等

青森県総合運動公園

野球場、広場、駐車場等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県土整備部

観光国際戦

略局

クルーズ船誘致営

業推進事業費

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

16,944 外国クルーズ船の寄港拡大を図るため、営業

力強化のためのＰＲ動画を作成するとともに、

船社等とのネットワーク強化に向けたポートセー

ルス等を行うのに要する経費

危機管理局 学校と地域が一体

になった防災教育

推進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

12,517 人口減少社会に対応できる地域防災体制を構

築するため、次世代を担う子どもを対象とした

防災教育活動に活用する支援ツールの制作等を

行うのに要する経費

自主防災活動促進

事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,757 県民の自主防災活動を促進するため、自主防

災組織等の活動の活性化に資するネットワーク

づくりを行うとともに、地域防災を担う人材を

育成するのに要する経費

女性防災人財ネッ

トワーク推進事業

費 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,132 女性の視点を活かした防災対策の推進を図る

ため、女性を対象とした研修会やワークショッ

プ等を開催するのに要する経費

市町村防災力向上

支援事業費（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

921 市町村職員の災害対応能力を強化するため、

市町村の図上訓練実施を支援するのに要する経

費

大規模災害等防災

力強化推進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

6,655 大規模災害等に備えた防災対策の強化を図る

ため、災害対応業務に必要な設備の整備等を行

うのに要する経費

火山防災対策事業

費

2,028 常時観測火山である岩木山・八甲田山・十和

田の周辺地域における警戒避難体制を整備する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県外避難者支援対

策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,056 震災による県外からの避難者に適切な支援を

実施するため、避難者の要望把握や状況確認を

行うとともに、支援員の派遣等を行うのに要す

る経費

あおもり創造的復

興支援事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,675 東日本大震災からの復興を推進するため、県

外から本県へ避難している被災者と地域との交

流、被災地に赴いての復興支援及び震災の記憶

の風化防止に係る活動を支援するのに要する経

費

◦あおもり創造的復興支援費補助 1,500

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額

◦県事務費 175

東北四県・東日本

大震災復興フォー

ラム開催等事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

2,285 震災から得られた教訓の風化防止を図るとと

もに、被災地の復興に対して引き続き協力を得

るため、東北の被災四県が首都圏においてフォー

ラムを開催するのに要する経費

三陸ジオパーク推

進事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

942 被災地の自然・文化を活用した産業振興と交

流人口の拡大を図るため、被災自治体が連携し

て三陸ジオパークの取組みを推進するのに要す

る経費

東日本大震災風化

防止・防災啓発事

業費 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

9,053 震災から得られた教訓の風化防止と県民の防

災意識の向上を図るため、東日本大震災や近年

の豪雨災害等の状況、災害時にとるべき行動等

の防災対策について広報を実施するのに要する

経費

総合防災情報シス

テム更新事業費

（新規）

222,000 災害発生時における関係機関の情報共有と住

民への適時適切な情報提供を図るため、老朽化

した青森県総合防災情報システムを更新するの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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消防学校施設改築

基本設計等委託事

業費 （新規）

60,212 老朽化した消防学校の改築に係る基本設計及

び地質調査に要する経費

次世代消防団員確

保対策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,823 消防団への加入を促進するため、若年層や女

性を対象としたＰＲ活動を展開するとともに、

消防団機能の維持に向けた調査・検討を行うの

に要する経費

実践的防災教育推

進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,163 防災教育センターを校外学習の場として定着

させるため、児童生徒を対象とした防災につい

て学ぶイベントを行うのに要する経費

災害対応力向上・

緊急対策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

14,138 大規模災害等に対応した実践的教育訓練の充

実を図るため、県内消防本部と消防学校との連

携により実践的訓練プログラムを検討するとと

もに、訓練用設備を設置したうえで実践的教育

訓練を実施するのに要する経費

原子力施設環境放

射線等監視事業費

297,424 原子燃料サイクル施設、東通原子力発電所及

びリサイクル燃料備蓄センター周辺地域の住民

の安全の確保及び環境の保全を図るために行う

環境放射線等の監視に要する経費

事業内容 環境放射線等の測定、監視評

価会議の開催、原子力センター

維持管理及び調査研究等

原子力施設環境放

射線等監視体制整

備事業費

337,980 県内に立地する原子力施設周辺の環境放射線

等モニタリングを実施するための体制整備に要

する経費

事業内容 原子力センター機器整備

原子力発電施設等

緊急時安全対策事

業費

1,322,533

うち元年

度２月補

正計上額

506,000

原子力施設周辺地域の住民の安全確保を図る

ために行う原子力施設の緊急時に備えた防災対

策に要する経費

◦緊急時連絡網整備事業費 96,795

◦防災活動資機材等整備事業費 78,374

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦緊急時対策調査・普及等事業費 39,829

◦緊急事態応急対策等拠点施設維持管理事業

費 61,112

◦緊急事態応急対策等拠点施設整備費補助（元

年度２月補正計上） 506,000

補助金交付先 （公財）原子力安全技術セ

ンター

補 助 率 定額（国10
10）

◦要配慮者等屋内退避施設維持管理費補助

8,617

補助金交付先 むつ市、六ケ所村、東

通村

補 助 率 定額（国10
10）

◦原子力防災対策事業費補助 8,000

補助金交付先 むつ市、野辺地町、横

浜町、六ケ所村、東通

村

補 助 率 定額（国10
10）

補助対象事業 防災活動資機材整備、

防災対策関連調査、緊

急時対策普及事業等

◦簡易型電子線量計システム通信多重化事業

費（新規） 237,843

◦大気モニタ・ヨウ素サンプラ整備事業費（新

規） 285,963

企画政策部

環境生活部

農林水産部

県土整備部

観光国際戦

略局

λ（ラムダ）プロ

ジェクト推進関連

事業費

364,894 北海道新幹線開業を契機に、道南地域との連

携による津軽海峡交流圏の形成を促進し、交流

人口の拡大や地域活性化に取り組むのに要する

経費

⑴ 津軽海峡交

流圏形成促進

事業費

14,400 λ（ラムダ）プロジェクトの推進を図るため、

「津軽海峡交流圏ラムダ作戦会議」の運営及び

モデル的取組みの実践、北海道との連携・調整、

シンボルキャラクター「マギュロウ」を活用し

た情報発信等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 奥津軽いま

べつ駅利用津

軽海峡交流圏

周遊ルート定

着事業費

（新規）

16,386 北海道新幹線奥津軽いまべつ駅の開業効果拡

大を図るため、駅周辺地域の観光情報の発信及

び周遊ルートのＰＲを行うとともに、地元市町

が行う奥津軽いまべつ駅の二次交通の運行に対

する補助に要する経費に対して支援するのに要

する経費

◦奥津軽いまべつ駅アクセス交通運行事業費

補助 9,180

補助金交付先 五所川原市、今別町、

中泊町

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 7,206

⑶ 地域交通等

活用周遊観光

促進事業費

8,999 地域公共交通等の観光利用を促進するため、

多様な地域公共交通の情報を取りまとめたポー

タルサイトを構築するとともに、外国人観光客

向けの二次交通運行実証実験を実施するのに要

する経費

⑷ むつ湾フェ

リーを活用し

た津軽海峡交

流圏周遊促進

事業費（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

19,499 蟹田・脇野沢航路の利用促進による津軽海峡

交流圏の周遊促進を図るため、むつ湾フェリー

を活用した旅行商品造成支援や津軽・下北両半

島及び道南地域の観光資源に関する情報発信を

行うとともに、外国人観光客向けの体験型コン

テンツを開発するのに要する経費

⑸ 青森空港ア

クセス最適化

事業費（新規）

7,329 （再掲）

⑹ 青い森鉄道

外国人観光客

利用促進事業

費

1,170 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑺ 「ＧＯ Ｆ

ＯＲ 2021」

ＪＯＭＯＮ世

界遺産登録推

進事業費

（新規）

71,263 （再掲）

⑻ 世界自然遺

産白神山地の

価値と魅力を

伝えるプロジェ

クト事業費

（新規）

20,386 （再掲）

⑼ あおもり型

農泊確立推進

事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

15,715 （再掲）

⑽ ＪＯＭＯＮ

世界遺産登録

ムーブメント

観光消費拡大

事業費

13,399 （再掲）

⑾ あおもりナ

イトコンテン

ツ強化事業費

（新規）

9,513 （再掲）

⑿ 青函周遊観

光定着化事業

費

14,779 本県及び道南地域への周遊型・滞在型観光の

定着を図るため、首都圏主要駅等でのイベント

や旅行商品のＰＲを行うとともに、テレビ旅番

組とのタイアップ等により本県及び道南地域の

縄文遺跡群の魅力を発信するのに要する経費

⒀ 宿泊旅行客

獲得推進事業

費

6,831 本県への宿泊客の増加を図るため、ＪＲ東日

本との連携による旅行会員向けの青森県講座や

旅行会員誌での広告宣伝等を実施するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒁ 東北デスティ

ネーションキャ

ンペーン推進

事業費

（新規）

98,136 （再掲）

⒂ 戦略的国内

誘客強化事業

費 （新規）

7,705 （再掲）

⒃ 口コミによ

る誘客促進事

業費（新規）

6,574 （再掲）

⒄ 食と観光・

青森グローバ

ルブランド創

造事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

10,613 （再掲）

⒅ 東青「半島

と岬を活かす」

誘客促進事業

費 （新規）

7,623 （再掲）

⒆ 歴史を紡ぐ

三八地域広域

観光事業費

5,143 （再掲）

⒇ ランで周遊

西北観光推進

事業費（新規）

3,808 （再掲）

⟹21 十和田湖奥

入瀬エリアを

核とする上北

インバウンド

観光客受入体

制整備事業費

5,623 十和田湖奥入瀬エリアを核とした外国人観光

客の滞在型観光を促進するため、外国語ガイド

の育成、観光コンテンツの磨き上げ、外国人向

けガイドマップの作成を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部

観光国際戦

略局

教育委員会

青森県・済州特別

自治道交流推進関

連事業費

8,764

⑴ 済州特別自

治道との友好

交流推進事業

費 （新規）

6,370 韓国済州特別自治道との相互理解を深め、人

材ネットワークの構築による交流基盤の強化を

図るため、国際交流関係者や伝統・文化関連団

体の招請、トップセールスや本県観光資源のＰ

Ｒ等を実施するとともに、両地域の小・中学生

による美術を通じた交流を行うのに要する経費

⑵ 済州特別自

治道との交流

に向けた青森･

ソウル線利用

強化事業費

（新規）

1,423 青森・ソウル線利用者の維持・拡大を図るた

め、マスコミとタイアップしたモニターツアー

を実施し、韓国済州特別自治道の魅力を発信す

るのに要する経費

⑶ 済州国際青

少年フォーラ

ム派遣事業費

971 韓国済州特別自治道や他の参加地域との交流

を通じた相互理解の促進と語学力の向上を図る

ため、本県の高校生を済州国際青少年フォーラ

ムに派遣するのに要する経費

企画政策部

商工労働部

農林水産部

観光国際戦

略局

東アジア等海外戦

略推進関連事業費

677,254 経済成長著しい東アジア等をターゲットとし

た海外ビジネス展開の促進や県産品の輸出拡大、

誘客促進、交流人口の拡大等に要する経費

⑴ 輸出市場販

路開拓・拡大

支援事業費

5,482 県内企業の海外ビジネスを実現するため、国

内商社とのマッチングや企業の海外見本市への

出展に対する支援等を行うのに要する経費

◦輸出市場販路開拓・拡大支援事業費補助

5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 482

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 東アジア観

光連動型輸出

拡大強化事業

費

21,630 県内企業の東アジアへの輸出拡大を図るため、

台湾・香港企業の有力者等を招請してのビジネ

スツアー、上海・香港・台湾の現地企業を活用

した商談支援、台湾での物産と観光との連動に

よるプロモーション等を実施するのに要する経

費

⑶ ものづくり

中小企業海外

ビジネス強化

事業費

8,872 工業製品の輸出拡大を図るため、アドバイザー

による海外展開支援を実施するとともに、台湾

企業を招請しての現場視察、台湾及びベトナム

での商談会等を行うのに要する経費

⑷ 東南アジア

有望市場販路

拡大事業費

（新規）

14,807 県内企業のタイ・シンガポール・カンボジア･

ベトナムへの輸出拡大・販路開拓に向けた現地

での物産展、商談会、試食求評会等の開催や商

談支援、県内企業によるビジネスツアー等の実

施に要する経費

⑸ 先駆的海外

ビジネス創出

推進事業費

（新規）

6,623 経済のグローバル化やＩＣＴの発展等に呼応

し、県内企業の新たな海外ビジネスへの取組み

を促進するため、専門家による輸出以外の海外

ビジネス展開支援や啓発セミナー等を行うとと

もに、香港における県産品の販売サイトを構築

するのに要する経費

⑹ 青森工芸品

海外販路拡大

事業費（新規）

9,130 県産工芸品の海外展開を推進するため、海外

販路開拓に向けたセミナー及び専門家による海

外向け商品のブラッシュアップ支援を実施する

とともに、パリでのテストマーケティングを行

うのに要する経費

⑺ 台湾連携も

のづくり・新

ビジネス創出

事業費（新規）

11,185 （再掲）

⑻ 新産業海外

展開推進事業

費

11,169 （再掲）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑼ 輸出りんご

信頼向上推進

事業費

1,174 本県産りんごの輸出相手国からの信頼向上に

向け、植物検疫措置や残留農薬基準に係る研修

会を開催するとともに、検疫制度に対応した園

地検査、選果梱包施設の指導、モモシンクイガ

発生状況調査等を実施するのに要する経費

⑽ 輸出りんご

供給体制強化

事業費（新規）

5,064 （再掲）

⑾ 輸出拡大戦

略推進事業費

13,058 アジア諸国への県産農林水産物の輸出拡大を

図るため、対象国の市場調査を実施するととも

に、対象国に応じた輸出促進活動を実施するの

に要する経費

◦品目別輸出拡大事業費 7,118

◦農林水産品輸出拡大強化事業費 5,940

⑿ 青森産品輸

出拡大強化事

業費（新規）

17,827 県産農林水産物の新規市場等への輸出拡大を

図るため、県産品を活用したアメリカ向け商品

開発及びトップセールス、欧州等における試食

プロモーション、オーストラリアにおける商品

展示会、東南アジア等のバイヤーを招請しての

生産現場視察や商談、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」

を活用したレストランプロモーション等を実施

するのに要する経費

⒀ 済州特別自

治道との友好

交流推進事業

費 （新規）

6,370 （再掲）

⒁ 台湾との友

好交流推進事

業費（新規）

4,972 台湾台中市・台南市との相互理解を深め、人

材ネットワークの構築による交流基盤の強化を

図るため、国際交流関係者や伝統・文化関連団

体の招請、トップセールスや本県観光資源のＰ

Ｒ等を実施するとともに、温泉関連イベントに

おける交流を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒂ 国際誘客対

策事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

106,831 外国人観光客数の更なる増加を図るため、韓

国、台湾、中国、香港、タイ、オーストラリア

及び欧米を対象地域として、メディアの活用に

よる本県の知名度向上対策、トップセールスや

現地の旅行エージェントとの連携による誘客宣

伝活動等を実施するのに要する経費

⒃ インバウン

ド受入環境向

上事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

6,400 外国人観光客の受入環境を改善するため、観

光関係者向け環境整備相談会を開催するととも

に、町村部における受入環境の改善に向けた事

業者支援を行うのに要する経費

◦インバウンド受入環境向上事業費補助

5,000

補助金交付先 交通事業者、観光事業

者等

補 助 率 １
２、１

３
◦県推進事業費 1,400

⒄ 十和田湖奥

入瀬エリアを

核とする上北

インバウンド

観光客受入体

制整備事業費

5,623 （再掲）

⒅ 東北六県連

携推進事業費

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

64,835 東北地方への誘客及び周遊を促進するため、

東京オリンピック・パラリンピック開催を契機

に訪日する外国人観光客に対するプロモーショ

ンを実施するとともに、二次交通事業者向けの

セミナーや海外富裕層向け旅行商品の造成促進

等を行うのに要する経費

⒆ 食と観光・

青森グローバ

ルブランド創

造事業費

（新規）

（東北観光復

興対策交付金

活用事業）

10,613 食を通じた本県の観光ブランド力の向上と東

京オリンピック・パラリンピック開催を契機と

した誘客促進を図るため、世界的シェフを招請

し、本県の伝統文化等の体験や県産食材を使っ

た料理を提供するフェア等を通じて情報発信す

るとともに、東京都及び東北各県と連携し、東

北周遊観光ルートの設定や共同広告を実施する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⒇ 青森・台北

線利用促進事

業費（新規）

56,346 台湾定期便の利用促進を図るため、台湾への

モニターツアー、テレビＣＭ等のキャンペーン、

本県と台湾との相互交流、台湾航空会社とのタ

イアップ広告、台湾航空会社等へのトップセー

ルス等を行うのに要する経費

⟹21 青森・ソウ

ル線利用強化

事業費（新規）

16,527 青森・ソウル線の利用促進を図るため、乗継

利用促進に向けたファムツアー、県内中高生に

よる交流ツアー、韓国文化イベント、韓国の魅

力の情報発信及び就航25周年記念式典等を実施

するのに要する経費

⟹22 中国航空路

線運航推進事

業費

202,649 本県と中国を結ぶ国際定期便の運航促進を図

るため、本県の魅力や路線のＰＲ、現地の旅行

エージェントとの連携による誘客宣伝活動及び

現地旅行会社等へのトップセールス等を実施す

るのに要する経費

⟹23 国際定期便

新規就航等支

援事業費補助

（新規）

60,218 国際定期便の就航促進・定着を図るため、青

森空港における新規就航及び増便に係るハンド

リング業務に要する経費に対する補助

補助金交付先 航空会社

補 助 率 １
３（ほかに国１

３）

⟹24 国際チャー

ター便等誘致

推進事業費

（新規）

9,849 香港からの国際チャーター便等の誘致を推進

するため、海外航空会社等へのトップセールス

を行うとともに、テレビ番組とタイアップした

本県からのモニターツアー及び現地の旅行会社

との連携による誘客宣伝活動等を実施するのに

要する経費

観光国際戦

略局

まるごとあおもり

インフルエンサー

獲得事業費

20,337 本県情報の発信力をさらに強化するため、多

様なインフルエンサーとの関係強化及び新規獲

得を図るとともに、効果的な情報発信を行うの

に要する経費

海外メディア向け

マルチメディア活

用情報発信事業費

（新規）

11,345 海外メディアにおける本県情報の露出拡大を

図るため、発信力の高い海外のリポーター等を

活用した情報発信や在京海外メディア向けのＰ

Ｒ活動等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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食と自然による滞

在型観光モデル構

築事業費

8,188 本県の食と自然を組み合わせた上質な滞在型

観光モデルを構築するため、県内外の観光事業

者等へのプロモーション活動を行うとともに、

事業者の招請による現地視察会や宿泊体験等を

行うのに要する経費

青森型観光マーケ

ティング強化促進

事業費

5,067 本県の観光に関するマーケティング機能を強

化し、戦略的かつ持続的な観光地域づくりを推

進するため、統計情報の分析手法等を県内事業

者と共有する定期研究会を開催するのに要する

経費

まるごとあおもり

デジタルシフト事

業費

11,184 ウェブサイトやＳＮＳを活用した本県情報の

発信力を強化するため、メディア別の情報発信

ノウハウを蓄積するとともに、ターゲットを絞っ

た戦略的なプロモーション等を行うのに要する

経費

外国人に選ばれる

観光地域づくり推

進事業費

7,033 外国人向けの滞在型観光地域づくりを推進す

るため、モデル地域を選定し、外国人の視点を

取り入れたコンテンツ開発等により受入環境を

整備するとともに、海外の現地メディアや在京

海外メディア等を招請し、情報発信を実施する

のに要する経費

アクティビティガ

イド育成支援事業

費

4,531 本県の自然観光資源を活用したアクティビティ

による誘客を推進するため、ガイドを利用する

顧客の満足度向上に向けた、新たなコンテンツ

開発やガイドと顧客の交流会等を実施するとと

もに、県内周遊を促すための手荷物輸送サービ

スの普及促進を行うのに要する経費

あおもりナイトコ

ンテンツ強化事業

費 （新規）

9,513 観光客の滞在時間と夜間消費の拡大に向け、

新たな夜の観光イベントを開発するとともに、

食をはじめとする青森の夜の楽しみ方の発掘及

び情報発信を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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コンテンツ話題力

強化事業費（新規）

13,387 観光客等の視点を取り入れたコンテンツの磨

き上げを推進するため、魅力的な観光案内人を

育成するための研修会、宿泊施設等を対象とし

たＳＮＳで情報発信されやすい空間演出セミナー

及びビジネスパーソンや若者に対して客観的で

分かりやすい本県の魅力発信を実施するのに要

する経費

関西・中京・九州

誘客対策事業費

（新規）

27,100 関西圏、中京圏及び九州圏における本県の認

知度向上と誘客促進を図るため、トップセール

スのほか、青森・神戸線新規就航を契機とした

プロモーション、メディア等を活用した情報発

信、旅行会社の商品造成担当者向けの青森県講

座等を実施するのに要する経費

あおもりＭＩＣＥ

誘致拡大事業費

17,888 コンベンションや企業研修等の誘致のための

開催助成金の交付及び誘致活動の支援、専門エー

ジェントを活用したＰＲ・誘致活動等に要する

経費

◦あおもりＭＩＣＥ開催費補助 16,000

・参加者延べ宿泊者数100人泊以上 15,500

補助金交付先 （公社）県観光連盟

補 助 率 10
10

・参加者延べ宿泊者数10人泊以上 500

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦あおもりＭＩＣＥ誘致活動費補助 800

補助金交付先 （公社）県観光連盟

補 助 率 １
２

◦県推進事務費 1,088

青森ファン企業拡

大推進事業費

6,100 本県にゆかりのある県外企業の研修旅行等を

誘致するため、企業において本県の魅力を伝え

るプロモーション活動を行うとともに、研修担

当者を対象としたモニターツアー等を実施する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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東北デスティネー

ションキャンペー

ン推進事業費

（新規）

98,136 東日本大震災の発生から10年の節目に東北６

県が一体となり、ＪＲグループ６社と連携して

実施される東北デスティネーションキャンペー

ン（令和３年４月～９月）を推進するため、全

国宣伝販売促進会議を開催するとともに、東北

及び本県観光の積極的なプロモーションや受入

体制の整備等を行うのに要する経費

戦略的国内誘客強

化事業費（新規）

7,705 大都市圏及び近隣県からの誘客を促進するた

め、旅行会社へのセールス活動を実施するとと

もに、タイアップ広告や県産品プレゼントを活

用した旅行商品造成、高速道路を利用した周遊

型旅行の促進等を行うのに要する経費

口コミによる誘客

促進事業費（新規）

6,574 本県への来訪動機を高めるため、ＳＮＳやウェ

ブサイトにおける評価コメントの重要性や有効

活用の方法を普及するための講習会及び個別訪

問を行うとともに、大手コメントサイトを活用

した情報発信を実施するのに要する経費

青森県立美術館企

画展開催費

60,836 県立美術館において企画展を開催するのに要

する経費に対する負担金

◦富野由悠季の世界展 26,400

開催時期 令和２年４月～６月

◦無頼／反骨の画家展 15,000

開催時期 令和２年７月～９月

◦阿部合成展 19,436

開催時期 令和２年11月～３年１月

シャガール「アレ

コ」全４作品ＰＲ

事業費

10,209 県立美術館の総合的な芸術拠点としての魅力

及びバレエ「アレコ」背景画を所蔵する価値を

国内外に発信するため、背景画にバレエのアニ

メーションを投影した特別鑑賞プログラムを実

施するとともに、第３幕を所蔵するフィラデル

フィア美術館長による特別講演等を実施するの

に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森アートミュー

ジアム５館連携事

業費 （新規）

10,564 県内５美術館を核としたアート圏としての認

知度向上や県内周遊を促進するため、５美術館

の連携体制の構築や共同での情報発信を行うと

ともに、県内のアート資源の発掘・ＰＲ及び県

立美術館における作品解説の多言語化など外国

人観光客の受入態勢の整備を行うのに要する経

費

総合芸術空間魅力

体感推進事業費

（新規）

4,130 令和３年度の県立美術館開館15周年に向け

て、総合芸術空間としてのアレコホールの魅力

を発信するため、絵画・演劇・音楽・ダンス等

が融合した音楽劇を開催するとともに、中学生

及び高校生を対象としたピアノ体験会を開催す

るのに要する経費

企画政策部

健康福祉部

県土整備部

エネルギー

総合対策局

教育委員会

電源三法交付金関

連経費

9,554,213

電源三法

交付金活

用額

8,953,381

⑴ 電源立地地

域対策費補助

4,419,508

電源三法

交付金活

用額

4,391,501

電源地域の振興に資するため、発電用施設等

の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する

経費に対する補助

◦原子力発電施設等分 2,922,456

補助金交付先 三沢市ほか14市町村

◦水力・火力発電施設分 120,934

補助金交付先 青森市ほか11市町村

◦原子力立地給付金分 1,376,118

対 象 地 域 三沢市ほか14市町村

⑵ 原子力発電

施設等周辺地

域企業立地支

援事業費補助

591,128

電源三法

交付金活

用額

591,128

原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は

増設を行った企業の電気料金に対する補助

対象地域 三沢市ほか14市町村

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 核燃料サイ

クル対策費補

助

312,078

電源三法

交付金活

用額

312,078

核燃料サイクル施設の立地地域又はプルサー

マルの実施地域等の振興に資するため、施設の

立地及び周辺市町村が行う公共施設の整備等に

要する経費に対する補助

対 象 施 設 使用済燃料中間貯蔵施設、

ＭＯＸ燃料加工施設、大

間原子力発電所

補助金交付先 横浜町ほか２町村

⑷ 原子力発電

施設等立地地

域基盤整備支

援事業費補助

272,000

電源三法

交付金活

用額

272,000

原子力発電施設等を取り巻く環境変化が立地

地域等に与える影響を緩和するため、対象の地

方公共団体が行う公共施設の整備等に要する経

費に対する補助

補助金交付先 むつ市

⑸ 県実施事業

分

3,959,499

電源三法

交付金活

用額

3,386,674

発電用施設等の立地・周辺地域をはじめ、広

く県全体の振興を図るため、産業・雇用、福祉･

医療、人材育成などの地域振興の推進に要する

経費

◦生活交通バス車両緊急整備事業費補助（再

掲） 24,767

◦青森県立三沢航空科学館リニューアル事業

費（再掲） 544,487

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助

（再掲） 107,740

◦下北地域広域避難路確保対策事業費（再掲）

1,799,000

◦陸上競技場整備事業費 35,000

◦原子力施設広報・調査等事業費 60,517

◦国際核融合拠点環境整備事業費 108,951

◦原子力関連技術研修事業費（再掲） 15,282

◦原子力関連業務参入促進事業費 4,000

◦八戸工業高校校舎改築事業費（再掲）

727,831

◦発電用施設所在市町村等振興基金造成費

531,924

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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エネルギー

総合対策局

実践的「地域エネ

ルギー事業」導入

支援事業費（新規）

9,035 エネルギーの地産地消を推進し、県内におけ

るスマートコミュニティの創出を図るため、地

域課題に対応した地域エネルギー事業モデルを

構築するとともに、地域におけるエネルギーの

有効利用に関する勉強会を開催するのに要する

経費

風力発電関連業担

い手育成事業費

（新規）

8,155 風力発電関連業への県内企業の参入促進と人

材育成を図るため、新規参入事業者の掘り起こ

しに向けたメンテナンス業務等に係る説明会及

び体験会のほか、工業高校生等向けの体験研修

を実施するのに要する経費

熱利活用普及拡大

事業費 （新規）

6,937 県内の工場等の廃熱などの未利用熱エネルギー

の利活用を促進するため、蓄熱技術を活用した

各産業における未利用熱活用事業モデルを構築

するのに要する経費

エネルギー産業振

興戦略プロジェク

ト構築事業費

7,180 国における新たなエネルギー基本計画の策定

や再生可能エネルギーを取り巻く環境の変化等

に対応した効果的な取組みを推進するため、再

生可能エネルギーの現状を再点検するとともに、

戦略プロジェクトの見直しを検討するのに要す

る経費

ＥＶ・ＰＨＶ普及

促進事業費

2,349 ＥＶ・ＰＨＶの普及促進を図るため、車両の

展示・試乗や給電機能の体験などの普及啓発イ

ベントを開催するのに要する経費

原子力関連試験研

究機関等立地対策

事業費

2,634,986 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を

図るため、その一環として設立された（公財）環境

科学技術研究所の整備・運営及び環境放射能の

影響調査に要する経費

◦原子力関連試験研究機関等立地対策事業費

補助 1,158,495

補助金交付先 （公財）環境科学技術研究

所

補 助 率 定額

◦排出放射性物質影響調査事業費 1,476,491

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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原子力施設立地振

興対策事業費補助

490,000 原子力施設の立地に伴う県内市町村の均衡あ

る地域振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・

産業振興財団が行う原子力施設立地・周辺以外

の市町村を対象とした地域振興事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 （公財）むつ小川原地域・産

業振興財団

補 助 率 定額

地域・産業振興プ

ロジェクト支援事

業運用資金貸付金

2,000,000 原子力施設の立地に伴う全県的な地域振興・

産業振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・産

業振興財団が行う地域･産業振興プロジェクト

支援事業の実施に要する運用資金に対する貸付

金

核燃料物質等取扱

税交付金

3,000,000 県内原子力施設の立地及び周辺市町村が行う

防災・安全対策及び地域振興対策等に要する経

費に対する交付金

交付金交付先 むつ市ほか14市町村

核融合研究開発拠

点形成推進事業費

7,348 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる「幅広

いアプローチ」のプロジェクトとして整備され

た「国際核融合エネルギー研究センター」を中

心とする研究開発拠点形成の推進に要する経費

量子科学センター

運営費

455,308 量子科学センターにおける人材育成、研究開

発、施設の管理運営及び利用促進に要する経費

◦人材育成事業費（電源三法交付金活用事業）

33,063

◦研究開発支援事業費 72,758

◦管理運営事業費 338,152

◦量子科学技術利活用促進事業費（新規）

11,335

警 察 本 部 交番・駐在所建築

事業費

85,204 老朽・狭隘化した交番・駐在所の建替えに要

する経費

建築箇所 弘前署南交番

五所川原署小泊駐在所

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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警察本部庁舎耐震･

長寿命化改修事業

費

1,315,756 耐震強度が不足しているとともに老朽化が進

行している警察本部庁舎の耐震・長寿命化改修

工事等を行うのに要する経費

継続費設定分 1,303,182

全 体 計 画 令和２年度～６年度

全体事業費 7,289,580

単年度事業分 12,574

移転、再配置等

三戸警察署庁舎建

築事業費

425,402 老朽・狭隘化した三戸警察署庁舎の移転新築

に要する経費

建 築 場 所 三戸町大字川守田字関根

建 築 内 容 鉄筋コンクリート造、３階

建

建 築 面 積 2,232.77㎡

全 体 計 画 令和２年度～３年度

全体事業費 1,237,194

サイバーテロ対策

事業費

3,702 サイバーテロに対する意識と対処能力の向上

を図るため、県内企業等を対象とした意識向上

のためのセミナーや官民一体となった共同対処

訓練を実施するとともに、サイバーテロの脅威

に関する啓発活動を行うのに要する経費

地域防犯力強化事

業費 （新規）

8,514 地域住民の犯罪に対する関心を高め、自主防

犯意識を醸成するため、事件発生状況や前兆事

案等の情報を提供するアプリ開発等を行うのに

要する経費

交通事故抑止対策

「人と車の両面サ

ポート」推進事業

費

2,657 運転者と歩行者の交通安全を推進するため、

危険予測シミュレーターを活用した運転トレー

ニング、歩行者保護重点地区における普及啓発

活動及び歩行者事故を抑制するための広報動画

作成等を行うのに要する経費

交通安全施設整備

費

1,408,650

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―103―



⑴ 国庫補助事

業分

546,763 交通管制整備費 278,655

交通信号機改良費 205,985

交通信号機設置費 20,085

道路標示設置費 35,646

調査費 6,392

⑵ 県単独事業

分

320,378 交通信号機設置費 37,316

道路標識設置費 1,400

道路標示設置費 197,258

交通信号機移設費 83,980

調査費 424

⑶ 老朽化・安

全確保対策事

業分

541,509 交通信号機設置費 302,951

道路標識設置費 226,763

調査費 1,326

信号柱・標識柱倒壊対策費 10,469

環境生活部

教育委員会

いじめ防止対策等

推進関連経費

163,924

⑴ 地域の見守

りで輝く笑顔

推進事業費

3,379 学校・家庭・地域が一丸となったいじめ防止

対策の気運を醸成し、地域全体で子どもを見守

る環境づくりと大人と子どもの信頼関係の構築

を図るため、県内一斉声かけ活動、地域の大人

と子どもの対話集会の開催、各種媒体を活用し

た普及啓発等を行うのに要する経費

⑵ 学校の教育

相談体制充実

を支援する外

部専門家活用

事業費

137,360 児童生徒のいじめ、不登校や貧困問題等の解

決・改善を図るため、小・中・高等学校等に心

理に関して高度な専門的知識・経験を有するス

クールカウンセラー及び教育・福祉分野に関し

て専門的知識・経験を有するスクールソーシャ

ルワーカーを配置・派遣するのに要する経費

◦スクールカウンセラー配置・派遣事業費

103,172

◦スクールソーシャルワーカー配置事業費

34,188

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 24時間いじ

め等電話相談

事業費

9,917 いじめなどの児童生徒の問題行動や不登校へ

の早期対応、早期解決を図るため、来所相談や

夜間・休日を含む24時間体制で電話相談に応じ

るアドバイザー及び相談員を配置するとともに、

生徒指導担当者による会議を開催するのに要す

る経費

⑷ ソーシャル

メディア等監

視員配置事業

費

2,893 いじめ問題の未然防止、早期発見、早期対応

を図るため、ソーシャルメディア等監視員を配

置するのに要する経費

⑸ 安心できる

学校づくり推

進事業費

2,158 いじめを早期に発見し、事案に対処するため、

連絡協議会及び教職員向けの研修会を開催する

とともに、県立学校における危機的事態発生時

に派遣する「こころの緊急支援活動チーム」を

設置するのに要する経費

⑹ いじめ防止

対策事業費

776 いじめ防止等のための対策を実効的に行うた

め、県立学校に外部専門家や学校関係者による

組織を設置するのに要する経費

⑺ いじめ防止

キャンペーン

推進事業費

7,441 いじめ防止のためのテレビＣＭの放映等に要

する経費

教育委員会 あおもりっ子育み

プラン21実施費

784,060 児童生徒一人ひとりに目の行き届いた教育を

実現するため、少人数学級編制等を行うのに要

する経費

・少人数学級編制

小学校１～４年生

学級編制基準 33人以下

（学年１学級は学級分割せず非常勤

講師を配置）

中学校１年生

学級編制基準 33人以下

（学年２学級以上）

・複式学級支援

小学校１年生を含む７～８人の複式学級

小学校２年生を含む15～16人の複式学級

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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非常勤講師を配置

区 分 配置人員 金 額

小学校

少人数学
級編制等

１年生 20人 82,501

２年生 27人 128,438

３年生 43人 170,787

４年生 34人 135,279

複式学級支援 15人 30,539

中学校 少人数学級編制 44人 236,516

合 計 183人 784,060

学校における働き

方改革関連経費

460,104

⑴ 外部人材活

用によるスクー

ルサポートス

タッフ配置事

業費

51,127 教職員の業務負担軽減及び学校における障害

者雇用の推進を図るため、教職員の事務的補助

を行うスクールサポートスタッフを配置するの

に要する経費

⑵ 校務のＩＣ

Ｔ活用推進事

業費（新規）

408,977 県立学校における校務情報管理のセキュリティ

強化に向けたネットワーク環境の構築及び教職

員の事務の効率化を図るための統合型校務支援

システムの導入に要する経費

医師を志す高校生

支援事業費

22,258 医学部医学科への入学者増加を目的として、

県内３つの拠点校が中心となり、医学科進学を

目指す高校生の実力養成と教員の指導力向上等

を図るための学習プログラム等を実施するのに

要する経費

高校生による震災

復興支援ボランティ

ア事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,148 高校生の絆やつながりを大切にする意識と、

自ら考え主体的に行動する意識の涵養を図るた

め、高校生による震災復興支援や被災者との交

流活動を行うのに要する経費

居場所づくり・絆

づくり推進事業費

（新規）

3,116 不登校の未然防止等のため、安心して学べる

環境づくりに向けた調査研究や関係機関等によ

る協議会を実施するとともに、市町村における

教育支援センターの設置促進に向けたコーディ

ネーターを配置するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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特別支援学校生徒

の夢や志を支援す

る就労促進事業費

62,128 特別支援学校高等部卒業生等の企業就労に向

けた職業スキル等を育成するため、県内３地区

に県教育庁障害者就労促進センターを設置し、

任期付雇用による就労機会の提供や育成プログ

ラムの開発等を行うとともに、障害者雇用の理

解啓発を図るのに要する経費

高校生の就職総合

支援プロジェクト

事業費

27,076 高校生の就職支援を強力に推進するため、職

業人として必要となる能力の向上と就職に有利

な資格取得に向けた研修等を実施するのに要す

る経費

学びの質を高める

授業改善プロジェ

クト事業費

6,699 小・中学校において新学習指導要領に対応し

た授業改善を図るため、教員の授業づくりの基

本となる「授業スタンダード」を策定し、定着

に向けたフォーラムを開催するとともに、学校

図書館の活用を推進するのに要する経費

ＩＣＴ教育推進事

業費

5,393 小・中学校におけるＩＣＴ機器の整備促進や

小学校プログラミング教育の普及啓発を図るた

め、ＩＣＴ教育推進リーダーを育成するととも

に、小学校プログラミング教育の指導内容等に

関する研修会等を行うのに要する経費

未来社会を切り拓

く高校生の資質・

能力育成事業費

9,110 高等学校において地域課題解決に向かう資質･

能力の育成を推進するため、研究指定校による

実践研究の充実や研究成果発表会を実施するの

に要する経費

地域と連携したキャ

リア教育推進事業

費

5,390 高校生の職業観・勤労観の育成と卒業後の県

内定着を図るため、生徒のキャリア教育に係る

活動記録用教材と指導事例集を作成するととも

に、高校と県内企業の理解促進のための講演会、

企業訪問や交流会等を実施するのに要する経費

三農発「観光・ス

マート農業」推進

プロジェクト事業

費

5,272 本県の観光農業の活性化及び農業の省力化を

図るため、高校生による観光農業のＰＲや教育

旅行団体受入モデルの開発・実践を行うととも

に、スマート農業に資するシステムの構築や普

及を図るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森県英語教育連

携推進事業費

1,814 小・中・高等学校における英語担当教員の指

導力向上を図るため、先進的な授業実践を公開

するとともに、小学校英語教育に係るメンター

（助言者）を派遣するのに要する経費

高校から取り組む

人口減少対策プロ

ジェクト事業費

（新規）

33,043 高校生の県内就職の向上を図るため、県内企

業等と連携した郷土と県内就職に対する理解等

を深める学習を行うとともに、県内企業に関す

る情報提供の実施や学校と県内企業の相互理解

を促進するためのコーディネートを行う就職支

援員を配置するのに要する経費

グローバル社会を

主体的に生き抜く

人財育成事業費

（新規）

15,730 新学習指導要領における高等学校英語教育へ

の対応と国際社会で活躍できる実践力を持った

人材育成に向け、英語教育推進リーダーの育成

及び海外研修プログラムの作成を行うとともに、

台湾の高校との相互交流による協働学習を実施

するのに要する経費

地域における特別

支援教育相談体制

強化事業費（新規）

5,140 特別な教育的ニーズのある児童生徒に対する

教育相談体制を強化するための検討会議の開催

及び教職員の専門性向上を図るためのガイドブッ

クの作成や研修会の開催に要する経費

高等学校通学費等

支援対策事業費補

助 （新規）

100,000 県内における修学機会の均等を図るため、一

定の条件を満たす生徒に対し、通学費等の負担

軽減に向けた高校奨学金返還免除制度を実施す

るための基金造成に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公財）県育英奨学会

補 助 率 10
10

※通学費又は下宿費について実費額（貸与

月額を上限）から一定額を控除した額を

返還免除

学校を核とした地

域づくり推進事業

費 （新規）

3,193 地域学校協働本部の設置推進を図るため、モ

デル市町村における実践活動を支援するととも

に、地域との連携を担う教職員を育成するため

の研修を開催するのに要する経費

◦地域学校協働活動推進事業費補助 1,420

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３（国１

３、県１
３）

◦県推進事業費 1,773

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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若者・女性の学び

直しを通じたキャ

リア形成支援事業

費

4,978 学び直しによる県民のキャリア形成を促進す

るため、関係機関によるネットワーク構築を図

るとともに、若者・女性向けのキャリアプラン

ニング講座や啓発用冊子の作成等を行うのに要

する経費

楽しさアップ！子

どもの健康づくり

事業費 （新規）

3,936 子どもの運動習慣定着を図るため、体育の授

業改善に向けた教職員対象の研修会を開催する

とともに、小学校低学年向けの運動プログラム

を作成するのに要する経費

学校における運動

部活動推進事業費

7,514 運動部活動の適正化による指導体制の充実及

び質的向上を図るため、運動部活動指導者を対

象とした研修会を開催するとともに、中学校及

び高等学校に部活動指導員を配置するのに要す

る経費

みんなが主役！ス

ポーツで健康づく

り事業費

5,867 県民がスポーツを通じた健康づくりに継続的

に取り組む環境の充実を図るため、園児と保護

者向けの体操教室、学生と高齢者とのスポーツ･

レクリエーション等を通じた交流会、小学生と

保護者向けのスポーツ意欲を高めるためのイベ

ントを開催するのに要する経費

三内丸山遺跡受入

環境整備事業費

（新規）

（東北観光復興対

策交付金活用事業）

20,590 三内丸山遺跡における外国人観光客の受入環

境の充実を図るため、ガイドアプリの作成及び

解説タブレットの多言語化を行うのに要する経

費

三内丸山遺跡保存･

活用関連事業費

（三内丸山遺跡保

存・活用基金活用

事業）

104,649 三内丸山遺跡の適切な保存と積極的な活用に

向けて、縄文時遊館において特別展を開催する

とともに、三内丸山遺跡の魅力発信や大型掘立

柱建物の改修等を行うのに要する経費

◦特別展開催事業費 14,461

・春季特別展「縄文ＭＡＧＩＣＡＬ」展

1,738

・夏季特別展「三内丸山遺跡と大湯環状列

石」展 9,677

・令和３年度開催特別展準備経費 3,046

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦魅力発見！さんまる縄文体験事業費 4,645

事業内容 三内丸山遺跡の魅力発信の

ための体験イベントの開催

◦「選ばれる三内丸山遺跡」魅力発信推進事

業費（新規） 17,072

事業内容 三内丸山遺跡の魅力発信の

ためのガイドブックの作成

及び各種イベントの開催

◦三内丸山遺跡長寿命化事業費 40,557

事業内容 三内丸山遺跡の大型掘立柱

建物の改修及び高床建物

（28号）の改修設計

◦三内丸山遺跡史跡整備事業費（新規）

27,914

事業内容 史跡整備の基本設計及び環

状配石墓等の実施設計

県立高等学校教育

改革推進事業費

12,918 県立高等学校教育改革推進計画第１期実施計

画の推進及び第２期実施計画策定に向けた準備

に要する経費

奨学のための給付

金事業費

487,243 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、県立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収270万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

32,300円（通信制32,300円

専攻科36,500円）

第１子の高校生等がいる世帯

84,000円（通信制36,500円

専攻科36,500円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

129,700円（通信制36,500円

専攻科36,500円）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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実習船青森丸代船

設計費 （新規）

12,339 八戸水産高校実習船「青森丸」の代船の設計

に要する経費

県立学校大規模改

修費

1,000,395 県立学校施設の大規模改修に要する経費

高 等 学 校 ２校

特別支援学校 ９校

県立学校長寿命化･

重点改良事業費

1,263,741 老朽化が進行している県立学校施設の長寿命

化に向けた改修等に要する経費

高 等 学 校 ４校

県立学校校舎等建

築費

（電源三法交付金

活用事業）

1,158,949 八戸工業高校 （老朽改築等）

三沢高校 （老朽改築等）

東青地域県

民局

「いつまでも住み

続けたい」東青地

域づくり担い手確

保支援事業費

5,000 東青地域の認知度向上や地域を支える担い手

確保を図るため、就農・移住等の支援体制を構

築するとともに、東青地域の魅力をＰＲするガ

イドブックを作成し、農作業体験ツアー及び独

身男性農業者と女性との交流会を開催するのに

要する経費

◦東青の「もの」・「こと」・「人」つなが

る地域の魅力発信事業費 3,044

◦東青農業・農村の次世代担い手確保支援事

業費 1,956

東青地域働き盛り

世代の健やか力向

上事業費

1,410 東青地域の働き盛り世代の死亡率改善を図る

ため、平内町漁協の健康づくりの取組みを管内

漁協・農協へ展開するとともに、事業所戸別訪

問及びトップセミナーの開催による意識啓発を

行うのに要する経費

東青「半島と岬を

活かす」誘客促進

事業費 （新規）

7,623 東青地域の特徴的な地形を活かし、新青森駅

及び奥津軽いまべつ駅を中心とした誘客促進を

図るため、津軽半島及び夏泊半島の食と観光を

組み合わせた周遊ルートやオリジナルグルメを

開発するとともに、市町村と連携したイベント

でのＰＲ等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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中南地域県

民局

「育てる・つなげ

る・動かす」中南

地域力強化事業費

3,269 持続可能な中南地域づくりに向けた地域の気

運醸成と連携促進を図るため、ワークショップ

やアドバイザー派遣等による人材育成及びネッ

トワーク構築を行うのに要する経費

中南地域ものづく

り企業等若手人財

確保事業費

2,561 中南地域のものづくり企業等における若手人

材の育成・定着と生産性の向上を図るため、地

域が一体となって若手人材の確保に取り組むネッ

トワークづくりを行うとともに、地元企業と高

校生との相互理解に向けたセミナーを開催する

のに要する経費

ハウスを有効活用

した中南地域農業

労働力補完モデル

事業費 （新規）

1,900 中南地域に多い集落営農組織と施設栽培に取

り組む若手農業者による共助・共存の地域農業

を推進するため、労働力を補完し合う仕組みを

検討するとともに、夏期遊休ハウスの利用モデ

ルの実証等を行うのに要する経費

りんご産地を守る

労働力確保推進事

業費 （新規）

1,783 中南地域のりんご園における補助労働力を確

保するため、女性や県外からの農業アルバイト

等が働きやすい環境や宿泊・送迎体制の調査・

検討等を行うのに要する経費

「ＴＳＵＧＡＲＵ

うるし」造成モデ

ル実証事業費

（新規）

1,767 中南地域のうるし林「ＴＳＵＧＡＲＵうるし」

の造成促進により、県産漆を安定的に供給する

ため、苗木の生産体制の構築、地域に適したう

るし林の育成方法の実証、漆掻きの施業方法の

普及等を行うのに要する経費

「古津軽」ムーブ

メント創出事業費

（新規）

5,065 中世から昭和初期を中心に花開き、現在まで

続く古き良き津軽の風土「古津軽」をテーマと

した中南地域全体への誘客促進を図るため、市

町村と連携したモデルコースの開発、プロモー

ション、ビジネスモデルの構築等を実施するの

に要する経費

三八地域県

民局

女子力を活用した

「三八の就域モデ

ル」構築支援事業

費 （新規）

5,193 三八地域への人材の定着・還流を図るため、

地域の企業や行政機関等が連携して若者の定着

を支援する就域モデル構築に向けたセミナー等

を開催するとともに、女子学生・生徒の視点に

よる地元の魅力調査や情報発信等を行うのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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三八地域働く人の

健康づくり応援事

業費

1,573 三八地域の事業所・職場を中心とした健康づ

くりを推進するため、健康づくり促進セミナー

を開催するとともに、働く人の健康づくり推進

会議の開催及び事業所・職場単位で実践する健

康づくりプログラムの普及を行うのに要する経

費

ＩＣＴを活用した

三八地域肉用牛一

元管理体制支援事

業費 （新規）

1,650 三八地域における肉用牛の個体管理の効率化

と組織的な疾病対策を推進するため、ＩＣＴシ

ステムを活用した雌牛情報のデータベース化と

関係機関による管理体制の実証・普及を行うの

に要する経費

北浜海域ほっきが

い生息環境改善事

業費

1,802 北浜海域のほっきがい漁場の低利用の要因と

なっているカシパン類について、駆除方法を検

討するための分布図を作成し、飼料として加工

する技術を開発するのに要する経費

歴史を紡ぐ三八地

域広域観光事業費

5,143 三八地域の歴史・文化を活かした誘客を図る

ため、新たな観光コンテンツを開発するととも

に、宿坊や古民家泊の推進を図るための勉強会

や歴史コンテンツの情報発信等を実施するのに

要する経費

西北地域県

民局

西北版地域支援型

運営組織スタート

アップ支援事業費

2,151 西北地域の地域運営組織による自立的・持続

的な地域運営を促進するため、地域資源を活用

した経営基盤の強化に向けた検討及び実証等を

行うのに要する経費

社会福祉法人によ

る「青森県型地域

共生社会」西北モ

デル推進事業費

（新規）

6,792 西北地域を支える担い手確保を図るため、社

会福祉法人による地域連携体制構築に係る協議

会の開催や住民のニーズ調査を行うとともに、

アドバイザー派遣による地域貢献活動の支援等

を行うのに要する経費

未来に向かう西北

型水田農業推進事

業費

4,555 大規模な稲作単一経営体が多い西北地域にお

いて、労働力不足に対応した生産体制の強化を

推進するため、協議会を設置し、稲作の省力作

業体系や排水対策の徹底による野菜安定生産の

実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ナラ等広葉樹の伐

採・利用モデル構

築事業費

2,318 西北地域におけるナラ等広葉樹の利用を促進

するため、利用可能な広葉樹の資源量調査や伐

採・育林マニュアルの作成を行うとともに、広

葉樹を利用した付加価値の高い製品開発により

販路開拓を行う「白神オークプロジェクト」を

推進するのに要する経費

ランで周遊西北観

光推進事業費

（新規）

3,808 西北地域内でのランニングによる周遊観光を

推進するため、管内の観光名所等を巡るコース

及びマップの作成等を行うとともに、各地のマ

ラソン大会でのＰＲやアスリート等を活用した

情報発信を実施するのに要する経費

上北地域県

民局

上北の若者が躍動

する地域づくり支

援事業費（新規）

3,676 上北地域を支える担い手の育成・確保を図る

ため、若者による地域活動の実践に向けた研修

等を実施するとともに、ネットワーク構築を行

うのに要する経費

上北やさい次世代

農業機械普及推進

事業費

1,033 次世代農業機械の普及により上北地域におけ

る野菜産地の維持・拡大を図るため、関係機関

による研究会の設置、水田転作における省力作

業体系の実証等を行うのに要する経費

消費者に選ばれる

上北そばの生産・

消費拡大推進事業

費

1,313 秋そばの産地である上北地域において、新た

に夏そばを導入することでそばの供給・消費期

間の拡大を図るため、栽培マニュアルの作成、

種子供給体制の確立、新そばまつりの開催等を

行うのに要する経費

かみきた肉用牛高

能力化対策事業費

1,424 上北地域の肉用牛繁殖経営の生産基盤を強化

するため、遺伝子解析技術を活用した効率的な

繁殖雌牛の改良手法の普及に向けた研修会の開

催等を行うのに要する経費

次世代につなぐ上

北地域海岸防災林

育林活動スタート

アップ事業費

（新規）

1,645 植栽が完了した上北地域の海岸防災林を地域

で次世代に受け継いでいく体制を構築するため、

地域住民等の参加による育林作業体験やボラン

ティアによる育林活動等を実施するのに要する

経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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十和田湖奥入瀬エ

リアを核とする上

北インバウンド観

光客受入体制整備

事業費

5,623 （再掲）

下北地域県

民局

下北地域関係人口

構築事業費

2,394 下北地域の広域的な移住施策を推進するため、

地域課題の解決に関わる外部人材との継続的な

関係構築に向けた検討会議を開催するとともに、

受入体験プログラムを実施するのに要する経費

地域でつながる下

北子どもスマート

事業費 （新規）

1,774 下北地域の子どもの肥満予防の推進を図るた

め、関係者による検討会を設置し、町村と連携

した保健指導を行うとともに、弁当の栄養バラ

ンス向上に向けた指導ツールを作成するのに要

する経費

下北地域新規就農

者「農業力」向上

事業費

2,200 下北地域における新規就農者の農業所得向上

を図るため、スマート農業や栽培技術等の研修

会の開催、省力化及び良品質安定生産技術の実

証、農産物の販売力向上を目的とした研修や

「しもきたマルシェ」における実践販売等を行

うのに要する経費

持続可能な下北の

畜産業構築事業費

（新規）

1,090 下北地域における畜産農家の労働負担の軽減

により、畜産経営の維持・安定化を図るため、

地域畜産経営ビジョンを策定するとともに、飼

料生産受託組織の経営調査・分析等を行うのに

要する経費

下北の磯焼け場に

特化したうに周年

生産モデル事業費

（新規）

3,191 下北地域の磯焼け場の資源回復と漁業者の収

入の安定化を図るため、磯焼け場の空うにと既

存の漁具を活用したうにの周年生産モデルの実

証・普及を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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